
行 政 常 任 委 員 会 報 告 事 項  

 

令和５年２月２４日                   

              委 員 会 室 

 

 

１ 消防本部 

 (1) 令和４年中における火災、救急救助等の出動状況について 

 

２ 教育課 

(1) 工事請負契約の変更について 

 (2) 指定管理者の指定について 

 (3) 夕張市の保管するアイヌ遺骨の取扱方針（案）について 

 

３ 地域振興課 

(1) 夕張市公設地方卸売市場経営戦略について 

 (2) 夕張市農業委員会における委員の募集について 

 

４ 建設課 

(1) 住宅管理業務の指定管理者について 

 (2) 夕張市営住宅条例の一部改正について 

 

５ 土木水道課 

(1) 工事請負契約の締結について 

 

６ 市民課 

 (1) 夕張市国民健康保険条例の一部改正について 

 (2) 指定管理者の指定について 

 (3) ゼロカーボンシティ宣言について 

 

７ 保健福祉課 

 (1) 財産の取得について 

 (2) 工事請負契約の変更について 

 (3) 夕張市立診療所及び介護老人保健施設夕張の設置並びに管理に関する条例の

一部改正について 

 (4) 夕張市立診療所及び介護老人保健施設夕張の利用料金並びに手数料に関する

条例の一部改正について 

 (5) 夕張市出産子育て応援事業について 



８ 総務課 

(1) 夕張市職員給与条例の一部改正について 

(2) 夕張市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

(3) 個人情報保護法の改正に伴う関係条例の整備について 

 

９ 財政課 

 (1) 財政再生計画の変更について 

 (2) 令和４年度補正予算について 



行政常任委員会報告事項  

 

令和５年２月２４日 

消 防 本 部 

 

１ 令和４年中における火災、救急救助等の出動状況について（資料１、２） 

 

 



資料１

（㎡） （㎡） （千円）

令和
２年

2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 1 2 0 0 2 3 1 2 16 60 7,075

令和
３年

4 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 3 1 0 1 1 2 0 0 2 2 1 0 12.93 26 185

令和
４年

6 0 1 2 0 0 1 2 0 0 0 0 0 3 0 1 2 0 1 0 0 1 1 2 0 556.6 126.1 248 4 2 3

1月 0 0 0 0 0 1 0

２月 1 1 0 1 1 1 1 1 1 26.68 調査中 0 0 0

３月 0 0 0 0 0 0 1

４月 2 2 0 0 0 248 0 0 1

５月 1 1 0 1 1 0 33.9 調査中 1 0 1

６月 0 0 0 0 1 0 0

７月 0 0 0 0 2 1 0

８月 0 0 0 0 0 0 0

９月 1 1 0 0 0 1 調査中 0 0 0

10月 1 1 0 1 1 0 556.6 65.52 調査中 0 0 0

11月 0 0 0 0 0 0 0

12月 0 0 0 0 0 0 0

その他火災～ビニールハウス
　　　　　　235.2㎡
その他火災～畑地350.06㎡及び廃材
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資料２

令和４年　救急・救助・ドクターヘリ出動状況

区　　　分

令和3年
（前年） 計

救　　　　急　　　　事　　　　故　　　　種　　　　別

火
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搬送 等搬送
うち管外うち管外

救
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(79)

419
(55)

うち管外 うち管外

中等症 217 186
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7 4 1
263
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55

109 51
70

(8)
1

(1)
2

43 1

11 5
4

1

搬送人員 418 361

5
(4)

244 217

55
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2 63
1 44 1
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39 18

27
15

172 14
2 2

1

1
136 116

1 119 33
1 62

2 27
30 1

軽  症 116 85

1 1 19
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区　　　分 令和３年 計
救　　　　助　　　　事　　　　故　　　　種　　　　別

火　　災
（建　　物）
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（建物以外）

爆発事故 その他の事故
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動

出動件数 5 9 6

交通事故 水難事故
風 雨 ・
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機械事故 建物事故
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酸欠事故

3搬送人員 3 8 5

加　　害 自損行為

3
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計
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区　　分 令和３年















：

：

： 令和 4 年 3 月

： 令和 5 年度 令和 14 年度

 ※複数の市場を有する事業にあっては、市場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１） 事　業　形　態

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

（３） 市場を取り巻く環境等

（４） 現在の経営状況

年度

R1

R2

R3

年度

R1

R2

R3

水産物

13014

91

111

5

その他

2

3

109

117

野菜

14

果実 水産物

果実

2

その他

97 1

12

合計

4

次回再整備予定年度

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

指定管理者制度 　市場管理・運営業務全般

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

254

　夕張市公設地方卸売市場条例で定めるとおり。
　　・野菜：100分の8.5
　　・果実：100分の8.5
　　・生鮮水産物：100分の7.0
　　・青果物加工品：100分の8.0
　　・水産物加工品：100分の7.0
　　・その他：100分の10.0

　夕張市公設地方卸売市場条例で定めるとおり。
　　取扱金額の1,000分の５（実績なし）

合計

1

1

1

野菜

86

77

166

156

174

職 員 数 0
(指定管理者制度採用のため)

市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

―

90

　本卸売市場は昭和48年に開設し、市民への生鮮食料品の適切な価格形成と安定供給を維持する役割を果たしてきたが、人口減少や生
活スタイルの変化等により、消費の減退と価格の低迷等、市場を取り巻く環境は厳しい状況が続いている。
　また、本市の財政破綻を機に、平成18年度に策定した財政再建計画において、市場事業会計を平成23年度末で閉鎖し、当時の施設使
用者に施設譲渡を行い、民営として存続させることを想定していたが、平成22年度に施設使用者から、施設譲渡の受け入れは困難であ
り、市場としての信頼性付与の観点から、「公設」としての市場の存続要望があったため、平成23年度から指定管理者制度を導入し、夕張
友酉市場株式会社が管理運営を行っている。
　なお、指定管理者制度による管理運営にあたっては、施設の維持管理を含め、原則として市の負担が生じない内容となっている。

259

246

4

肉・鳥・卵類

肉・鳥・卵類

0

～

資料　１

策 定 日

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名

団 体 名

夕張市公設地方卸売市場経営戦略

夕張市

夕張市公設地方卸売市場事業

非適 事 業 開 始 年 月 日 昭和48年10月

0

0

0

0

0

年間税込
売上高

（百万円）
※過去３年度

分を記載

2

1
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２．将来の事業環境

（１） 取扱高（ｔ）の見通し

（２） 使用料収入の見通し

　取扱高は、ゆるやかな減少傾向で推移しているものの、野菜及び果実の大半が地元特産品（メロン、長いも）であり、直近３カ年度の取扱
高は安定しているため、将来においても同様の取扱高を維持できるものと見込んでいる。
　今後も指定管理者及び地元農業団体との連携により、産地市場としての優位性を発揮した需要に対応する取扱量の確保と供給を図るこ
とで、持続的な運営の確立と地域に根付いた事業の継続を目標とする。

　地元特産品（メロン、長いも）の安定した取扱高及び売上高を継続することで、持続的な事業の継続を目標とする。
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（３） 施設の見通し

（４） 組織の見通し

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14

3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14

3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

776 779 781 785 789 793 797 801 805 809 813 817 821

（単位：千円）

　本市場は、生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化と市民等の生活の安定に資することを目的に設置した施設であ
るとともに、「夕張メロン」に代表される農産物等を供給する産地市場としての役割を担っている。今後もその役割を果たすため、以下のと
おり基本方針を定める。
　〇安定した市場運営を行い、市民等への安全・安心な生鮮食料品等の安定供給に努める。
　〇卸売市場の役割を発揮、発信し、生鮮食料品等の消費拡大に向けた取り組みを推進する。
　〇指定管理者制度の下で市場施設の適正な維持・整備を継続する。
　〇卸売市場を取り巻く環境の変化に対応し、効率的な運営を進める。

　　　前年度繰越金

　総収入

　平成23年度から指定管理者制度を採用しており、専任職員はいないが地域振興課職員が担当。管理監督体制については、定期的な報
告や実地調査を実施する。

公設地方卸売市場管理基金

計画

計画

　　　一般会計からの繰出金

　　　その他（電柱敷地料）

　　　　　委託手数料

　施設の老朽化が進んでいるが、指定管理者による適正な維持管理を継続していく。

〇施設概要
　施設名　 ：夕張市公設地方卸売市場
　位置　 　 ：夕張市南清水沢４丁目105番地の１
　設置目的：生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化と市民等の生活の安定に資するため。
　構造等　 ：【構造・規模】　鉄筋コンクリート造亜鉛メッキ鋼板葺２階建
　　　　　　　 【敷地面積】　１８，８８４．６９平方ﾒｰﾄﾙ
　　　　　　　 【延床面積】　３，２９３．６平方ﾒｰﾄﾙ
　　　　　　　 【施設内容】　卸売場、管理事務所、業者事務所、冷蔵室ほか
　　　　　　　 【開設年月日】　昭和48年10月

〇管理運営に関する経費
　管理施設の修繕、改修等に係る費用については、原則、指定管理者の負担。

実績

実績

収入

支出

　　　その他（基金積立金）

　　　建設改良費（総事業費）

　　　　　事務費

　　　　　人件費

　　　市場管理費（営業費用）

　総支出

　　　受取利息及び配当金

　　　　　施設使用料

　　　使用料計
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（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　―

　売上高を維持することで、安定した手数料収入の確保を図っていく。

　―

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、
検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

使 用 料

　―

　指定管理者による適正な維持管理を通じて施設を維持していくこととし、大規模修繕等が必要となった場合は、市場の運営状況等を勘案
し、本戦略の見直しを含め対応を検討する。

　Ｒ８年度の指定管理の更新に向け、Ｒ７年度を目途に検証を行うほか、市場環境、施設状況に大きな変化
がある場合は、本戦略の見直しを行う。

　生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化と市民等の生活の安定に資するため、必要
不可欠な事業である。

　本市場は、生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化と市民等の生活の安定に資する
ことを目的に設置された施設であり、今後も健全な運営と取引の公平性を遵守して事業を実施していく。

公営企業とし て実施する
必 要 性

　指定管理者制度を継続していく。民 間 活 用

　―

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　なし。（今後も現行の指定管理者制度を継続）

　なし。（今後も現行の指定管理者制度を継続）

　なし。（今後も現行の指定管理者制度を継続）

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

企 業 債

　指定管理者による維持管理を継続。
　原則、市からの投資は予定していない。

　現在、指定管理者により安定的な運営となっているため、今後も繰入金の計画は予定していない。

　―

　―

　売上高の維持を図り、手数料収入による指定管理者制度を継続していく。
　また、施設敷地内に設置された電柱敷地収入(年2,156円)については、施設維持等の財源に資するため、夕張市公設地方卸売市場管理
基金に積み立てることとする。

　現行の指定管理者制度を継続していく。
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資料　2

１　夕張市農業委員及び夕張市農地利用最適化推進委員の候補者【共通項目】

募集方法 　推薦又は公募

  委員になれ 　任命（委嘱）予定日に次のいずれかの項目に該当する者は、応募できません。

  ない者  ・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

・禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

　なくなるまでの者

・夕張市に住所を有しない者（特別な事情がある農業委員を除く。）

・夕張市の執行機関の委員である者（農業委員に限る。）

・夕張市の職員及び行政委員会の職員である者

・市税等に滞納のある者

応募受付期間 　令和５年３月１日（水）から令和５年３月２８日（火）まで

応募受付時間 　午前８時４５分から午後５時３０分まで

応募受付場所 　夕張市農業委員会（夕張市地域振興課農林係内）

２　夕張市農業委員の候補者

要  件 　農業に関する識見を有し、農地等の利用の最適化の推進に関する事項、その他

の農業委員会の所掌する事項に関し、その職務を適切に行うことができる者

任  期 　令和５年７月２０日から令和８年７月１９日まで　３年間

定  数 　７名

報  酬 　５，０００円／日

主な業務 １　農地の権利移動や転用に係る許可等の審議、決定、関連する現地調査

２　農地等の利用の最適化に係る指針策定、現地調査、指導、監視

３　農業者からの相談対応、農業者への助言指導

提出書類 １　夕張市農業委員候補者推薦申込書又は応募申込書

２　そのほか、必要に応じて法人等の定款など

選任方法 　応募受付期間中及び終了後に推薦・募集状況を公表。農業委員候補者評価委員

会が候補者を評価し、市長が任命予定者を決定後、市議会の同意を得て任命。

その他 １　委員の過半数が認定農業者であり、農業委員会業務に利害関係を有しない者

　が含まれることが求められます。

２　身分は非常勤の特別職となり、業務には守秘義務が伴います。

３　夕張市農地利用最適化推進委員の候補者

要  件 　農業委員会が定める担当区域における農地等の利用の最適化の推進に熱意と識

見を有する者

任  期 　令和５年７月２０日から令和８年７月１９日まで　３年間

定  数 　５名（富野・清沼・沼ノ沢北・紅沼・滝ノ上地区から各１名）

報  酬 　５，０００円／日

主な業務 １　担当区域内の農地に係る利用状況調査

２　農地等の利用の最適化に係る現地調査、農業者との調整、目標地図作成に係

　る地域協議

３　農業委員会における活動報告、意見申述

提出書類 １　夕張市農地利用最適化推進委員候補者推薦申込書又は応募申込書

２　そのほか、必要に応じて法人等の定款など

選任方法 　応募受付期間中及び終了後に推薦・募集状況を公表。推進委員選考委員会が候

補者の選考に意見し、農業委員会が委嘱者を決定・承認後に委嘱。

その他 　身分は非常勤の特別職となり、業務には守秘義務が伴います。

夕張市農業委員会における委員の募集について
（農業委員及び農地利用最適化推進委員の募集概要）



行政常任員会報告事項 

 

令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ４ 日 

建 設 課 

 

１．住宅管理業務の指定管理者について 資料１ 

 

２．夕張市営住宅条例の一部改正について        資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 住宅管理業務の指定管理者について 

 

１ 指定管理を行う施設 

 （１）施設名  夕張市営住宅、夕張市賃貸住宅及びこれらの共同施設 

 （２）所在地  市内各所 

 

２ 指定管理候補者 

  夕張市本町４丁目３１番地 

  株式会社ＹＫＭ 

  代表取締役社長 坂本 豊 

 

３ 指定期間 

  令和５年４月１日から令和８年３月３１日 

 

４ 夕張市営住宅等指定管理者選定委員会 

 （１）日 時  令和５年２月１０日（金曜日） 

 （２）委 員  ４名（市職員４名） 

 

５ 選定結果 

公の施設の名称 指定管理者氏名 

夕張市営住宅、夕張市賃貸住宅 

および共同施設 
株式会社ＹＫＭ 

 

６ 選定理由 

 夕張市営住宅等指定管理者選定委員会にて候補者の選定を行い、選定業者について令

和２年度から令和４年度の３年間、本業務を実施してきていること、業務内容および市

営住宅の状況を熟知していることから、夕張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等

に関する条例第５条第１項５号、施行規則第５条第１項５号により現指定管理者を引続

き指定管理者として選定したもの。 
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夕張市における公の施設の 

指定管理者の候補者選定審査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年２月 

夕張市営住宅等指定管理者選定委員会 



 

夕張市市営住宅等指定管理者の候補者選定に係る結果について 

 

 

 

 夕張市営住宅、夕張市賃貸住宅及びこれらの共同施設について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定による指定管理者制

度を令和２年度から令和４年度において導入し、令和５年度が更新時期となり

ます。 

 現在指定管理者となっている「株式会社ＹＫＭ」おいて、令和２年度から令和

４年度の３年間、本業務を実施してきていること、業務内容および市営住宅の状

況を熟知している、また入居者アンケートにおいても満足度が増加してきてい

ることを委員会にて説明を行い、委員より了承を得たことから、その結果を次の

とおり報告します。 

 

 

 

令和５年２月１３日 

 

夕張市長 厚谷 司 様 

 

 

夕張市営住宅指定管理者当選定委員会 委員長 本 間 和 彦 

 

 

記 

 

１ 指定管理者候補者 

 

公の施設の名称 指定管理者氏名 

夕張市営住宅、夕張市賃貸住宅 

及び共同施設 
株式会社 ＹＫＭ 

 

 

 



 

 

 

夕張市営住宅条例及び賃貸住宅条例の一部改正について 

 

令和５年２月２４日 

 

１.条例の一部改正の内容 

 一部改正･･･市営住宅条例(２.の除却による管理戸数の整理) 

 

２.除却による管理戸数の整理について 

  令和４年度末(令和５年３月末)時点での管理戸数を整理したうえで、条例「別表」の 

改正を行う（施行日～公布の日）。 

種別 
改正前 改正後 増減 

増減内訳 

除却 建設 錯誤 

棟 戸 棟 戸 棟 戸 棟 戸 棟 戸 棟 戸 

公営住宅 100 936 100 936 - - - - 0 0 0 0 

改良住宅 153 1,604 142 1,541 ▲11 ▲63 ▲11 ▲63 0 0 0 0 

賃貸住宅 100 570 100 570 - - - - 0 0 0 0 

合計 353 3,110 342 3,047 ▲11 ▲63 ▲11 ▲63 0 0 0 0 

  (※改正後は R5.3 月議会後の管理戸数) 

【参考】 

 ※地区別市営住宅の除却一覧 

地区名 棟 戸   種別内訳 

清水沢清陵町 8 51 改良 8 棟 51 戸 

紅葉山初ヶ台 3 12 改良 3 棟 12 戸 

  小計 11 63  
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夕張市営住宅条例新旧対照表 

現行 改正案 備考 

○夕張市営住宅条例 ○夕張市営住宅条例  

平成 10 年 3 月 26 日 平成 10 年 3 月 26 日  

条例第 17 号 条例第 17 号  

(名称及び位置) (名称及び位置)  

第 3 条 市営住宅の名称及び位置は別表のとおりとする。 第 3 条 市営住宅の名称及び位置は別表のとおりとする。  

別表 別表  

 1 市営住宅 ～略～ 1 市営住宅 ～略～  

   

2 改良住宅 2 改良住宅  

 

所在
地 

建 設
年度 

構造 管理戸数 使用料 備考 

棟 戸 

(略)       

清 水
沢 清
陵町 

46 簡 易
耐火 2
階建 

10 14 16,200  

9 32,300   

11 36,100   

45 耐火 3
階建 

1 18 16,200   

47 簡 易
耐火 2
階建 

13 29 17,600   

14 34,000   

8 38,200   

48 〃 9 29 18,200   

 

所在
地 

建 設
年度 

構造 管理戸数 使用料 備考 

棟 戸 

(略)       

清 水
沢 清
陵町 

46 簡 易
耐火 2
階建 

10 14 16,200   

9 32,300   

11 36,100   

45 耐火 3
階建 

1 18 16,200   

47 簡 易
耐火 2
階建 

13 29 17,600   

14 34,000   

8 38,200   

48 〃 9 29 18,200   
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3 35,100   

4 38,300   

耐火 3
階建 

2 36 18,200   

49 簡 易
耐火 2
階建 

24 115 19,400   

耐火 3
階建 

3 54 19,400   

50 簡 易
耐火 2
階建 

9 43 20,500   

耐火 3
階建 

5 90 20,500   

54 簡 易
耐火 2
階建 

3 13 28,300   

耐火 3
階建 

5 90 28,000   

(略)       

紅 葉
山 ２
４ ３
番地 

44 簡 易
耐火 2
階建 

5 21 8,000  

45 〃 4 16 8,000  

(略)       
 

3 35,100   

4 38,300   

耐火 3
階建 

2 36 18,200   

49 簡 易
耐火 2
階建 

19 91 19,400   

耐火 3
階建 

2 36 19,400   

50 簡 易
耐火 2
階建 

7 34 20,500   

耐火 3
階建 

5 90 20,500   

54 簡 易
耐火 2
階建 

3 13 28,300   

耐火 3
階建 

5 90 28,000   

(略)       

紅 葉
山 ２
４ ３
番地 

44 簡 易
耐火 2
階建 

5 21 8,000  

45 〃 1 4 8,000  

(略)       
 

 

 

 

 

 

除却による減 

 

除却による減 

 

除却による減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

除却による減 

3 共同施設  ～略～ 3 共同施設  ～略～  

   

   

 



行政常任委員会報告事項  

 

令 和 ５ 年 ２ 月 2 4 日 

土 木 水 道 課 

 

 

 

１ 工事請負契約の締結について     ・・・・・・資 料 

 

 



資  料 

工事請負契約の締結について 

 

先に契約した「市道清水沢沼の沢線清水沢橋架替工事（上部工製作）」の請負

契約の変更に伴い、地方自治法第 96 条第１項第５号規定及び夕張市議会の議決

に付すべき契約に関する条例により、議会の議決を得るものでありますので、提

案するものであります。 

 

工事名：市道清水沢沼の沢線清水沢橋架替工事（上部工製作） 

 

現 契 約 額：１５３，９７８，０００円 

（当初契約額 124,971,000 円から 29,007,000 円増額 R4.10.27 議決） 

設計変更後仮契約額：１５６，９７０，０００円 

（2,992,000 円増額） 

 

※設計変更の事由：鋼材等の単価上昇による請負金額の変更 

（契約書第 26 条第５項の規定に基づく賃金又は物価変動による変更） 

 

【説明】 

鋼材等の資材単価が約１割程度（発注時より）高騰していることから、契約書

の条項（俗にいうインフレスライド又は単品スライド条項）により、物価上昇分

の金額を契約額に反映させるため。 

例：鋼板 SMA490BW 6ｔ～25ｔ 224,200 円から 249,800 円へ（111.4％増） 

 

設計時における単価（刊行物２社の６月分単価の平均）と業者購入時の単価（刊

行物２社の 11 月分単価の平均）との比較であり、業者の購入費との比較ではな

い。 

 



行政常任委員会報告事項 

 

令和５年２月 24 日 

市 民 課     

 

 

 

１．夕張市国民健康保険条例の一部改正について   【資料１】 

 

 

２．指定管理者の指定について（南部コミュニティセンター） 【資料２】 

 

 

３．セロカーボンシティ宣言について     【資料３】 

 



夕張市国民健康保険条例の一部改正について 

 

１．改正内容 

（１）後期高齢者支援金等賦課限度額の改正 

 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、後期高齢者支援金等賦課限度額を引き上げ

る。 

現行 改正後（案） 

【後期分】   200,000 円 【後期分】   220,000 円 

※医療分 650,000 円と介護分 170,000 円は変更なし。 

 

（２）軽減判定所得の改正 

 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、軽減判定所得の見直しを行う。 

現行 改正後（案） 

【基準額：５割軽減】 285,000 円 

【基準額：２割軽減】 520,000 円 

【基準額：５割軽減】   290,000 円 

【基準額：２割軽減】   535,000 円 

 

 

（３）出産育児一時金の支給額の改正 

 健康保険法施行令等の一部改正に伴い、出産育児一時金の支給額を引き上げる。 

現行 改正後（案） 

 408,000 円    488,000 円 

 

（４）雇用保険法施行規則等の一部を改正する省令の公布に伴い、非自発的失業者に係

る国民健康保険料軽減対象者等を把握する際に雇用保険受給資格通知を用いることを可

能とすることの改正 

  

 

 

資料１ 



（５）国民健康保険料率の改正 

 保険料の料率は、北海道が目指す保険料水準の統一（令和６年度）と保険料の統一

（令和１２年度）に向け本市も足並みを揃えていくべく令和４年度から段階的に保険料

率を引き戻す方針としていることから、令和５年度の料率についても改めるため条例の

一部を改正しようとするものである。 

現行 改正後（案） 

【医療分】 

・均等割    18,400 円 

・平等割    16,100 円 

・所得割    5.9% 

【後期分】 

・均等割    6,300 円 

・平等割    5,500 円 

・所得割    2.23% 

【介護分】 

・均等割    6,300 円 

・平等割    4,200 円 

・所得割    1.62% 

【医療分】 

・均等割    22,200 円 

・平等割    21,600 円 

・所得割    6.4% 

【後期分】 

・均等割    7,300 円 

・平等割    7,000 円 

・所得割    2.26% 

【介護分】 

・均等割    7,500 円 

・平等割    5,500 円 

・所得割    1.74% 

 

 

２．施行日      令和５年４月１日 

 

３．新旧対照表    次ページ 



 

夕張市国民健康保険条例（昭和45年条例第４号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第５条の２ 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属

する世帯主に対し、出産育児一時金として408,000円を支

給する。ただし、市長が健康保険法施行令（大正15年勅

令第243号）第36条の規定を勘案し、必要があると認めると

きは、規則で定めるところにより、これに30,000円を上限と

して加算するものとする。 

第５条の２ 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属

する世帯主に対し、出産育児一時金として488,000円を支

給する。ただし、市長が健康保険法施行令（大正15年勅

令第243号）第36条の規定を勘案し、必要があると認めると

きは、規則で定めるところにより、これに30,000円を上限と

して加算するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

第14条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次

のとおりとする。 

第14条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次

のとおりとする。 

(１) 所得割 100分の5.9 (１) 所得割 100分の6.4 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 18,400円 (２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 22,200円 

(３) 世帯別平等割 １世帯につき 16,100円。ただし、特

定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことによ

り被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する

者をいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する一般被保

険者が属する世帯であって同日の属する月（以下「特

定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるも

の（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以

下「特定世帯」という。）の世帯別平等割は、16,100円に

２分の１を乗じて得た額とし、特定同一世帯所属者と同

一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以降

８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」

という。）の世帯別平等割は、16,100円に４分の３を乗じ

て得た額 

(３) 世帯別平等割 １世帯につき 21,600円。ただし、特

定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことによ

り被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する

者をいう。以下同じ。）と同一の世帯に属する一般被保

険者が属する世帯であって同日の属する月（以下「特

定月」という。）以後５年を経過する月までの間にあるも

の（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以

下「特定世帯」という。）の世帯別平等割は、21,600円に

２分の１を乗じて得た額とし、特定同一世帯所属者と同

一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以降

８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の

被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続世帯」

という。）の世帯別平等割は、21,600円に４分の３を乗じ

て得た額 

第14条の６の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

第14条の６の５ 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 100分の2.23 (１) 所得割 100分の2.26 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 6,300円 (２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 7,300円 

(３) 世帯別平等割 １世帯につき 5,500円。ただし、特定

世帯の世帯別平等割は、5,500円に２分の１を乗じて得

た額とし、特定継続世帯の世帯別平等割額は、5,500円

(３) 世帯別平等割 １世帯につき 7,000円。ただし、特定

世帯の世帯別平等割は、7,000円に２分の１を乗じて得

た額とし、特定継続世帯の世帯別平等割額は、7,000円



 

に４分の３を乗じて得た額とする。 に４分の３を乗じて得た額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第14条の６の９ 第14条の６の３又は第14条の６の６の後期高

齢者支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第14条の６の３の後期高

齢者支援金等賦課額と第14条の６の６の後期高齢者支援

金等賦課額との合算額をいう。第18条及び第21条第１項

において同じ。）は、200,000円を超えることができない。 

第14条の６の９ 第14条の６の３又は第14条の６の６の後期高

齢者支援金等賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第14条の６の３の後期高

齢者支援金等賦課額と第14条の６の６の後期高齢者支援

金等賦課額との合算額をいう。第18条及び第21条第１項

において同じ。）は、220,000円を超えることができない。 

第14条の11 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦

課額の保険料率は、次のとおりとする。 

第14条の11 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦

課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 100分の1.62 (１) 所得割 100分の1.74 

(２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 6,300円 (２) 被保険者均等割 被保険者１人につき 7,500円 

(３) 世帯別平等割 １世帯につき 4,200円 (３) 世帯別平等割 １世帯につき 5,500円 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第21条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保

険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第11条又は第14条の

２の基礎賦課額から、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額（当該減額して得た額が650,000円を超える

場合には、650,000円）とする。 

第21条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保

険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第11条又は第14条の

２の基礎賦課額から、それぞれ当該各号に定める額を減

額して得た額（当該減額して得た額が650,000円を超える

場合には、650,000円）とする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める金

額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加え

た金額）に285,000円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

はその発生した日とする。）現在において当該世帯に

属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合

計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者

以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに

掲げる額とを合算した額 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める金

額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加え

た金額）に290,000円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

はその発生した日とする。）現在において当該世帯に

属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合

計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者

以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに

掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保

険料率に10分の５を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保

険料率に10分の５を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険 イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険



 

料率に10分の５を乗じて得た額 料率に10分の５を乗じて得た額 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める

金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加えた金額）に520,000円に当該年度の保険料賦課期

日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合

にはその発生した日とする。）現在において当該世帯

に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する

者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等

割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイ

に掲げる額とを合算した額 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める

金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場

合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加えた金額）に535,000円に当該年度の保険料賦課期

日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合

にはその発生した日とする。）現在において当該世帯

に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する

者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等

割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイ

に掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保

険料率に10分の２を乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保

険料率に10分の２を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険

料率に10分の２を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険

料率に10分の２を乗じて得た額 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額につ

いて準用する。この場合において、同項中「基礎賦課額」と

あるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第11条又は

第14条の２」とあるのは「第14条の６の３又は第14条の６の

６」と、「650,000円」とあるのは「200,000円」と読み替えるも

のとする。 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額につ

いて準用する。この場合において、同項中「基礎賦課額」と

あるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第11条又は

第14条の２」とあるのは「第14条の６の３又は第14条の６の

６」と、「650,000円」とあるのは「220,000円」と読み替えるも

のとする。 

３ （略） ３ （略） 

（特例対象被保険者等に係る届出） （特例対象被保険者等に係る届出） 

第26条の２ 特例対象被保険者等の属する世帯の世帯主

は、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなけ

ればならない。 

第26条の２ 特例対象被保険者等の属する世帯の世帯主

は、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなけ

ればならない。 

(１) 氏名及び住所 (１) 氏名及び住所 

(２) 特例対象被保険者等の氏名 (２) 特例対象被保険者等の氏名 

(３) 離職年月日 (３) 離職年月日 

(４) 離職理由 (４) 離職理由 

２ 前項の届出は、特例対象被保険者等の雇用保険法施行

規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２第１項第１号

に規定する雇用保険受給資格者証を提示して行わなけれ

２ 前項の届出は、特例対象被保険者等の雇用保険法施行

規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２第１項第１号

に規定する雇用保険受給資格者証又は同令第19条第３



 

ばならない。 項に規定する雇用保険受給資格通知を提示して行わなけ

ればならない。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係る夕張市

国民健康保険条例第５条の２の規定による出産育児一時

金の額については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の夕張市国民健康保険条例の規

定は、令和５度以後の年度分の保険料について適用し、令

和４度分までの保険料については、なお従前の例による。 

  

 



指定管理者の指定について 

 

 

１．指定管理者を指定しようとする施設 

夕張市南部コミュニティセンター 

 

 

２．指定管理者の候補者 

南部コミュニティセンター運営委員会 

委員長 前田 安幸 

 

 

３．指定管理期間 

令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの３年間 

  

資料２ 



ゼロカーボンシティ宣言について 

 

 

１．ゼロカーボンシティ宣言とは 

・近年、温室効果ガスの増加が原因とされる地球温暖化、そしてそれに起因すると考えられる大

規模な気象災害が世界中で頻発。 

・日本においても、記録的な猛暑や豪雨による自然災害が毎年発生するようになった。 

・こうした背景から、環境省は「2050 年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指

す旨を首長自ら又は地方公共団体が公表した」地方公共団体を『ゼロカーボンシティ』として

いるもの。 

 

 

２．全国、北海道内の宣言状況（環境省ホームページ 2023 年 1 月 31 日時点） 

①全 国 ：45 都道府県、766 市町村、20 特別区 

②北海道内：北海道、84 市町村（道内市町村においては今後急速に増加するものと予想） 

 

 

３．夕張の状況 

これまで未宣言であったことから、本年 3 月付けで宣言を市ホームページに公開予定。 

 

 

４．宣言後の具体的施策 

・今後の検討となるが、現行事業においても、現在本体工事を行っている市立診療所の建替え

においては照明の LED 化や効率的な暖房により、現行施設と比較しかなりの省エネが見込め

るほか、市役所庁舎建替えにおいても同様の検討を進めている。 

資料３ 

























行政常任委員会報告事項 

 

令和５年２月 24 日 

総 務 課     

 

 

 

１．夕張市職員給与条例の一部改正について    【資料１】 

 

 

２．夕張市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

          【資料２】 

 

３．個人情報保護法の改正に伴う関係条例の整備について   

 １）個人情報保護法の改正について     【資料３-１】 

  ２）夕張市個人情報保護法施行条例の制定について   【資料３-２】 

 ３）夕張市情報公開条例の一部改正について           【資料３-３】 

 ４）夕張市行政不服審査会条例の一部改正について        【資料３-４】 

 



 

 

夕張市職員給与条例の一部改正について 
 

１．改正の趣旨 

・令和 4 年度の『国、北海道及び夕張市の三者協議』及びその後の事務折衝において、

一定の方向性が示されたことから、現在一律 7％の削減を行っている職員の給料につい

て、一律５％削減に改善するため、条例の一部改正を行おうとするもの。 

・なお、条例の一部改正案を市議会提案するにあたっては、関係する財政再生計画変更

の議決から大臣同意を得られた後とする。 

 

２．改正条例の施行日       令和５年４月１日 

 

３．新旧対照表     以下のとおり 

 

夕張市職員給与条例（昭和 31 年条例第６号）新旧対照表 

現 行 改正後（案） 

附 則 

第1項～第13項 略 

 

14 平成30年４月１日から当分の間における行政職給料表の

適用を受ける職員の給料月額は、第４条及び第４条の２（夕

張市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第３

号）第15条第１項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。以下この項において同じ。）の規定にかかわらず、こ

れらの規定により定められた額から、その額に100分の７を

乗じて得た額（その額に100円未満の端数を生じたときは、

その端数を切り捨てた額）を減じた額とする。ただし、第24

条の規定中第21条から第23条に規定する勤務時間１時間

当たりの給与額の算出のための給料の月額、第24条の２第

２項に規定する給料月額、第25条第４項及び第25条の４第

４項に規定する期末手当及び勤勉手当の額の算出の基礎

となる給料月額並びに退職手当支給条例第３条から第５条

及び第７条に規定する給料月額については、この限りでな

い。 

 

 

附 則 

第1項～第13項 略 

 

14 平成30年４月１日から令和５年３月31日までの間における行政職

給料表の適用を受ける職員の給料月額は、第４条及び第４条の２（夕

張市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第３号）第15条

第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この項に

おいて同じ。）の規定にかかわらず、これらの規定により定められた額

から、その額に100分の７を乗じて得た額（その額に100円未満の端数

を生じたときは、その端数を切り捨てた額）を減じた額とする。ただし、

第24条の規定中第21条から第23条に規定する勤務時間１時間当たり

の給与額の算出のための給料の月額、第24条の２第２項に規定する

給料月額、第25条第４項及び第25条の４第４項に規定する期末手当

及び勤勉手当の額の算出の基礎となる給料月額並びに退職手当支

給条例第３条から第５条及び第７条に規定する給料月額について

は、この限りでない。 

 

15 令和５年４月１日から当分の間における行政職給料表の適用を受

ける職員の給料月額は、第４条及び第４条の２（夕張市職員の育児

休業等に関する条例（平成４年条例第３号）第15条第１項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規

定にかかわらず、これらの規定により定められた額から、その額に10

0分の５を乗じて得た額（その額に100円未満の端数を生じたときは、

その端数を切り捨てた額）を減じた額とする。ただし、第24条の規定

中第21条から第23条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額の

算出のための給料の月額、第24条の２第２項に規定する給料月額、

第25条第４項及び第25条の４第４項に規定する期末手当及び勤勉

手当の額の算出の基礎となる給料月額並びに退職手当支給条例第

３条から第５条及び第７条に規定する給料月額については、この限り

でない。 
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夕張市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

 

１．改正の趣旨 

・会計年度任用職員の給料又は報酬は「類似する職務に従事する常勤職員の初号給の

給料月額を基礎とし、必要となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮して定め

る」こととしている。 

・上記を受け、今般、国、北海道との協議、及び財政再生計画変更の大臣同意を経た

うえで『夕張市職員給与条例』の一部改案を市議会に提案しようとしていることに

伴い、会計年度任用職員の給与及び費用弁償についてもあわせて改正を行うもの。 

 

２．改正条例の施行日  令和５年４月１日 

 

３．新旧対照表   以下のとおり 

 

 

夕張市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第28号） 

新旧対照表 

現行 改正後（案） 

別表第１ 会計年度任用職員給料表（第４条関係） 

（単位：円） 

職務の級

号俸 

1級 2級 

1 135,900 181,900

2 136,900 183,500

3 138,100 185,200

4 139,100 186,900

5 140,100 188,300

6 141,100 190,000

7 142,200 191,600

8 143,200 193,300

9 144,100 194,800

10 145,400 196,500

11 146,600 198,100

12 147,800 199,800

13 148,900 201,100

14 150,300 202,800

15 151,700 204,400

16 153,200 206,000

17 154,300 207,600

18 155,700 209,200

19 157,100 210,700

20 158,500 212,200

21 159,700 213,500

22 162,200 215,100

23 164,700 216,600

別表第１ 会計年度任用職員給料表（第４条関係） 

（単位：円） 

職務の級 

号俸 

1級 2級 

1 142,600 188,600

2 143,700 190,300

3 144,800 192,000

4 145,900 193,800

5 146,900 195,200

6 148,000 196,900

7 149,000 198,600

8 150,100 200,300

9 151,000 201,800

10 152,300 203,500

11 153,600 205,200

12 154,800 207,000

13 155,900 208,300

14 157,400 210,000

15 158,800 211,600

16 160,300 213,300

17 161,400 214,800

18 162,700 216,500

19 164,000 218,000

20 165,300 219,400

21 166,600 220,600

22 169,000 222,200

23 171,300 223,700
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24 167,100 218,000

25 169,500 219,000

26 171,100 220,400

27 172,600 221,700

28 174,100 222,800

29 175,500 223,900

30 177,100 225,000

31 178,800 225,900

32 180,400 227,100

33 181,900 228,300

34  229,200

35  230,300

36  231,500

37  232,400

38  233,600

39  234,700

40  235,900

41  237,200

42  238,500

43  239,600

44  240,700

45  241,800

46  243,000

47  244,200

48  245,200

49  246,200

50  247,200

51  248,500

52  249,700

53  250,600

54 251,600

55  252,800

56  254,000
 

24 173,700 225,100

25 176,000 226,100

26 177,600 227,500

27 179,100 228,700

28 180,700 229,900

29 182,200 231,000

30 183,800 231,900

31 185,500 232,900

32 187,100 233,800

33 188,600 234,900

34 235,700

35 236,600

36 237,500

37 238,400

38 239,600

39 240,800

40 242,000

41 243,200

42 244,600

43 245,700

44 246,900

45 247,900

46 249,000

47 250,300

48 251,300

49 252,400

50 253,300

51 254,500

52 255,500

53 256,500

54 257,400

55 258,400

56 259,500
 

  



個人情報保護法の改正について 

 

１．法改正の趣旨 

・ デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律に基づき、個人

情報の保護に関する法律が改正（R3.5.19 公布、R5.4.1 施行）。 

・ 国の行政機関、独立行政法人等、民間事業者によって個人情報保護法が別々

に存在し、さらに地方公共団体を対象とした法律が未整備であったという課題を

解消するため、３本の個人情報保護法が１本に統合、さらに地方公共団体の取扱

いも包含され、個人情報の保護に関する全国共通ルールが法律で定められるこ

ととなった（次ページ参照）。 

 

・ なお、改正後の法律は、地方公共団体の機関等にも直接適用となるが、議会に

ついては適用除外。 

・ 夕張市においても令和５年４月１日から法の適用を受けることとなるため、現在運

用している夕張市個人情報保護条例を廃止するとともに、法の施行のための条

例を新たに整備し、現行条例の基本的理念を後退させることのないよう、必要な

規定を定めるもの。 
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１ 制定内容
  夕張市個人情報保護法施行条例で制定する主な内容は、次のとおりとする。

（１）個人情報取扱事務登録簿の作成

（２）開示請求に係る手数料の免除及び費用負担

（３）開示決定等（※２）の期限

（４）開示決定等の期限の特例

（５）個人情報保護制度の運用状況の公表

２ 今後のスケジュール
（１）条例の提案：令和５年第１回夕張市議会に提案
（２）条例の施行：令和５年４月１日

※２ 開示決定等とは、保有個人情報の全部若しくは一部を開示する旨の決定又は全部を開示しない旨の決
  定をいう。

法第75条第５項
現行条例第７条

法第89条第２項
現行条例第27条

法第83条第１項
法第108条
現行条例第15条

法第84条
法第108条

現行条例第28条

 実施機関（※１）は、法において作成義務のない1,000人未満の個人情報
の保有状況に関する事項を記載した帳簿（個人情報取扱事務登録簿）を作
成することとする。

 法第89条第２項の規定に基づく開示請求に係る手数料は無料とし、開示
の方法が写しの交付の場合、これに要する費用（作成及び送付に要する費
用）は、開示請求者の負担とする。なお、経済的困難その他特別の理由が
あると認めるときは、当該費用を減額又は免除することができることとす
る。

ア 法第83条第１項の規定にかかわらず、開示請求を受けた実施機関は、
開示請求があった日の翌日から起算して14日以内に開示決定等をしなくて
はならない。
イ 実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、アの
期間を30日以内に限り延⻑することができることとする。

 法第84条の規定にかかわらず、開示請求に係る保有個人情報が著しく大
量であるため、開示請求があった日の翌日から起算して44日以内にその全
てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずる
おそれがある場合には、延⻑後の期間内に相当の部分の開示決定等をし、
残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる
こととする。なお、この場合における開示請求者への通知は、（３）アの
期間内に行わなければならないこととする。

 市⻑は、毎年度、実施機関の法及びこの条例の運用状況を取りまとめ、
公表するものとする。

夕張市個人情報保護法施行条例の制定について

  評価審査委員会及び消防⻑をいう。
※１ 実施機関とは、市⻑、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産

主な内容 根拠規定等
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夕張市情報公開条例の一部改正について 
 
 

１．改正の趣旨 

個人情報保護法の改正（R5.4.1 施行）に伴い、以下のとおり改正するもの。 

・文言の修正（「非公開情報」→「不開示情報」） 

・公開請求時の取り扱いを「夕張市個人情報保護法施行条例」と統一 

・情報公開・個人情報保護審査会の見直し 

 

２．改正条例の施行日       令和５年４月１日 
 
３．新旧対照表     以下のとおり 

 

夕張市情報公開条例（平成11年条例第７号） 新旧対照表 
現 行 改正後（案） 

  
（公文書の公開等の決定） （公文書の公開等の決定） 

第７条 １〜３（略） 第７条 １〜３（略） 

４ 実施機関は、やむを得ない理由により第１項に規定
する期間内に同項の決定をすることができないとき
は、当該期間を       延⻑することができ
る。この場合において、実施機関は、延⻑する理由及
び決定することができる期間を請求者に速やかに通知
しなければならない。 

４ 実施機関は、やむを得ない理由により第１項に規定
する期間内に同項の決定をすることができないとき
は、当該期間を30日以内に限り延⻑することができ
る。この場合において、実施機関は、延⻑する理由及
び決定することができる期間を請求者に速やかに通知
しなければならない。 

 ５ 公開請求に係る公文書が著しく大量であるため、公
開請求があった日の翌日から起算して44日以内にその
全てについて公開決定等をすることにより事務の遂行
に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前項の
規定にかかわらず、実施機関は、公開請求に係る公文
書のうちの相当の部分につき当該期間内に公開決定等
をし、残りの公文書については相当の期間内に公開決
定等をすれば足りる。この場合において、実施機関
は、第１項に規定する期間内に、請求者に対し、次に
掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

 (１) この項の規定を適用する旨及びその理由 
 (２) 残りの公文書について公開決定等をする期限 
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５ 実施機関は、第１項の決定をする場合において、当
該決定に係る公文書に第三者に関する情報が記録され
ているときは、あらかじめ当該第三者の意見を聴くこ
とができる。 

６ 実施機関は、第１項の決定をする場合において、当
該決定に係る公文書に第三者に関する情報が記録され
ているときは、あらかじめ当該第三者の意見を聴くこ
とができる。 

 （公開しないことができる公文書） （公開しないことができる公文書） 

第８条 実施機関は、公開請求に係る公文書に次の各号
のいずれかに該当する情報（以下「非公開情報」とい
う。）が記録されているときは、当該公文書を公開し
ないことができる。 

第８条 実施機関は、公開請求に係る公文書に次の各号
のいずれかに該当する情報（以下「不開示情報」とい
う。）が記録されているときは、当該公文書を公開し
ないことができる。 

２ 実施機関は、公開請求に係る公文書に非公開情報と
それ以外の情報とが記録されている場合において、非
公開情報とそれ以外の情報とを容易に、かつ、当該公
開請求の趣旨を損なわない程度に分離することができ
るときは、前項の規定にかかわらず、当該公文書のう
ち非公開情報が記録されている部分以外の部分につい
て、これを公開しなければならない。 

２ 実施機関は、公開請求に係る公文書に不開示情報と
それ以外の情報とが記録されている場合において、不
開示情報とそれ以外の情報とを容易に、かつ、当該公
開請求の趣旨を損なわない程度に分離することができ
るときは、前項の規定にかかわらず、当該公文書のう
ち不開示情報が記録されている部分以外の部分につい
て、これを公開しなければならない。 

（救済手続） （救済手続） 

第11条 第７条第１項の規定による決定について行政不
服審査法（平成26年法律第68号）の規定に基づく審査
請求があった場合は、当該審査請求が不適法であると
き、及び当該審査請求を容認するときを除き、第12条
の夕張市情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、そ
の答申を尊重して当該審査請求に係る裁決をしなけれ
ばならない。 

第11条 第７条第１項の規定による決定について行政不
服審査法（平成26年法律第68号）の規定に基づく審
査請求があった場合は、当該審査請求が不適法である
とき、及び当該審査請求を容認するときを除き、第12
条の夕張市情報公開       審査会に諮問し、
その答申を尊重して当該審査請求に係る裁決をしなけ
ればならない。 

 （審査会） （審査会） 

第12条 前条及び夕張市個人情報保護条例（平成14年条
例第９号）の規定によりその権限に属することとされ
た事項を処理するほか、市⻑の諮問に応じて、情報公
開並びに個人情報保護制度に係る重要事項を調査審議
するため、夕張市情報公開・個人情報保護審査会（以
下「審査会」という。）を置く。 

第12条 前条                   
      の規定によりその権限に属することとさ
れた事項を処理するほか、市⻑の諮問に応じて、情報
公開           に係る重要事項を調査審
議するため、夕張市情報公開       審査会
（以下「審査会」という。）を置く。 

  

 



 

 

夕張市行政不服審査会条例の一部改正について 
 

 

１．改正の趣旨 

個人情報保護法の改正（R5.4.1 施行）に伴い、以下のとおり改正するもの。 

・個人情報の開示・訂正・利用停止の決定又はその不作為について審査請求があっ

た際、行政不服審査法に基づく審査手順を踏むこととされた。 

※審査請求に基づき審査庁が行う審査内容について、地方公共団体においては行政

不服審査法の規定に基づき設置された機関に諮問を行う。 

・一方、改正個人情報保護法において議会は適用とならないため、議会独自の個人

情報保護条例を策定する必要あり。 

・行政不服審査法に基づく夕張市行政不服審査会条例において、議会の事務に関す

る不服審査は想定していないことから、関係する条文を追加し上記に対応させる。 

 

２．改正条例の施行日       令和５年４月１日 

 

３．新旧対照表     以下のとおり 

 

 

夕張市行政不服審査会条例（平成28年条例第３号） 新旧対照表 

現 行  改正後（案） 

 （設置）  （設置） 

第１条 行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「法」
という。）第81条第１項の規定に基づき、法の規定によ
りその権限に属された事項を処理するため、市⻑の付
属機関として、夕張市行政不服審査会（以下「審査会」
という。）を置く。 

第１条 行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「法」
という。）第81条第１項の規定に基づき、法の規定によ
りその権限に属された事項の処理及び夕張市議会の個
人情報の保護に関する条例（令和５年条例第__号）第4
6条の規定による諮問に応じ審査請求について調査審
議するため、市⻑の付属機関として、夕張市行政不服
審査会（以下「審査会」という。）を置く。 
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行政常任委員会報告事項 

 

令和５年２月２４日 

財 政 課 

 

 

１．財政再生計画の変更について               【資料１】 

 

 

２．令和４年度補正予算について（補正予算調書）     【資料２】 

 

 

 



（単位：千円）

No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

1
幸福の黄色いハン
カチ基金積立金

夕張まちづくり寄附（ふるさと納税）額が、当初予算を上回っており、今後も増加す
る見込みであることから、今後見込まれる寄附金を基金へ積み立てるため、計画に
計上するもの。

325,140
○その他(積立金)　325,140千円
【内訳】
・夕張まちづくり寄附金：325,140,000円

○全額特定財源
（夕張まちづくり寄
附金）

2
ふるさと納税システ
ム等利用料

現在導入している2社のふるさと納税サイトのうち、システム利用料率の高いサイトを
利用した寄附が、当初見込み以上に寄せられており、寄附利用に係るシステム利
用料について不足が生じる見込みであることから、必要経費について計上するも
の。

4,177

○物件費　4,177千円
【積算】
　今年度利用料見込額　29,110千円…①
　当初予算額　　　　　  　24,933千円…②
　不足額：①-②＝4,177千円

○全額特定財源
（幸福の黄色いハン
カチ基金繰入金）

3
中学校維持管理（光
熱水費）

中学校の光熱水費について、原油・エネルギー価格の高騰による電気料金の増嵩
のほか、見込みを上回る水道使用量により不足が生じることから、不足額を計上す
るもの。

1,407

○物件費　1,407千円
【内訳】
　・電気料金　　1,277千円
　・水道料金  　　 130千円

○全額一般財源

4
石炭博物館模擬坑
道ポンプ電気料負
担金

模擬坑道内排水ポンプに係る電気料負担金について、原油・エネルギー価格の高
騰による電気料金の増嵩により不足が生じることから、不足額を計上するもの。

757

○その他（補助費等）　757千円
【積算】
　決算見込額　　6,302千円…①
　予算現額　　 　5,545千円…②
　不足額：①-②＝757千円

○全額一般財源

5
石炭博物館模擬坑
道復旧

天盤部を中心とする空洞の充填処理における発泡ウレタン等資材費の高騰などに
対応するため、所要経費を計上するほか、地方債の活用や道支出金の増額が見
込まれることから、財源振替を行うもの。

500

○普通建設事業費　500千円
【積算】
　決算見込額　　348,350千円…①
　予算現額　　 　347,850千円…②
　不足額：①-②＝500千円

【財源振替】
　・一般財源から、100千円を道支出金へ、
60,900千円を地方債へ財源振替

○全額一般財源

（財源振替）
○道支出金
　　　　    　100千円
○地方債
　　　　  60,900千円
○一般財源
　　　 △61,000千円

夕張市財政再生計画変更予定事項（令和４年度第６次（３月）変更）

【基本的な考え方】
■　今回の財政再生計画の変更は、令和４年度第５次（12月）変更以降に生じた新たな課題に対応するものである。
■　計画変更後の歳入・歳出増減額は、561,752千円となる。
■　変更に伴い必要となる財源については、国道支出金や幸福の黄色いハンカチ基金繰入金等の特定財源を活用して対応するため、再生計画期間の変更はない。

１．歳出関係 　＜歳出総額　５６１，７５２千円＞

資
料
1
-1
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No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

6
老人福祉会館非常
用放送設備等取替
工事

老人福祉会館の非常用放送設備等が耐用年数の超過により故障したことから、利
用者の安全を確保するため取替工事に係る所要経費を計上するもの。

935

○維持補修費　935千円
【内訳】
　・非常用放送設備等取替工事一式
　　935,000円

○全額特定財源
（幸福の黄色いハン
カチ基金繰入金）

7

国庫支出金過年度
還付（子育て世帯生
活支援特別給付金
事業費補助金）

令和３年度に実施した、低所得のひとり親世帯等の子育て世帯に対する生活支援
特別給付金事業に係る国庫支出金の精算に伴い、返還金が生じることから所要の
経費を計上するもの。

1,509

○その他（補助費等）　1,509千円
【積算】
　・子育て世帯生活支援特別給付金事業費
補助金返還額
（ひとり親世帯分）
　　既受入済額　　　4,191千円…①
　　精算額　　 　　 　3,123千円…②
    超過額（①-②）　1,068千円
（その他の世帯分）
　　既受入済額　　　3,192千円…①
　　精算額　　 　　 　2,751千円…②
    超過額（①-②）　　441千円

○全額一般財源

8
令和4年度普通退職
者に係る退職手当

令和４年度の普通退職者２名分の退職手当について計画に計上するもの。 14,989
○人件費　14,989千円
【内訳】
普通退職者　２名分計　14,989,000円

○全額一般財源

9 本庁舎光熱水費
原油・エネルギー価格高騰の影響により、見込みを大幅に超える電気料金の増嵩
に対応し、安定した電力供給に備ええるため、所要の経費を計上するもの。

1,571

○物件費　１，５７１千円
【積算】
　決算見込額　　　　18,324千円…①
　予算現額　　 　　　16,753千円…②
　不足額：①-②＝1,571千円

○全額一般財源

10 拠点複合施設管理
市民が安心して施設を利用できるよう、床のひび割れ補修や多目的ホール建具の
不具合に対応するほか、エネルギー価格高騰による電気料金の増嵩に対応するた
め、所要経費を計上するもの。

1,446

○物件費、維持補修費　1,446千円
【内訳】
　・待合交流スぺース床補修等 　233,200円
　・多目的ホール建具調整　　　　220,000円
　・光熱水費（電気料）　　　　　 　 992,000円

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　  　　    454千円
○一般財源
　　　　    　992千円

11
出産・子育て応援事
業

妊婦や子育て家庭の安心した出産・子育て支援を目的に、面談や情報発信などの
「伴走型相談支援」と、出産育児関連用品に係る購入費助成などの「経済的支援」
をパッケージとして実施するため、所要の経費を計上するもの。

4,700

○物件費、その他（補助費等）　4,700千円
【内訳】
　・消耗品　　　　　 90千円
　・通信運搬費　　　 7千円
　・手数料　　　　 　  3千円
　・委託料　　 　2,000千円
　・補助金（応援給付金）　　2,600千円
　　　※対象者：26名（R4.4～R5.9見込）
　　　※給付額：10万円/人

○国庫支出金 （出
産・子育て応援交付
金）
　　　   　 3,800千円
○道支出金 （出産・
子育て応援交付金）
　　　   　　 450千円
○一般財源
　　　　　    450千円



No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

12
市立診療所等移転
改築

今般の物価高騰による工事資材費の増額により不足が生じることから、工事費の不
足額を追加計上するほか、企業版ふるさと納税（まち・ひと・しごと創生寄附金）が見
込めることから、財源振替を行うもの。

186,200

○普通建設事業費　186,200千円
【積算】
　決算見込額　　2,123,753千円…①
　予算現額　　 　1,937,553千円…②
　不足額：①-②＝186,200千円

【財源振替】
　・一般財源から、2,000千円をまち・ひと・し
ごと創生寄附金へ財源振替

○国庫支出金
　　　　　93,100千円
○地方債
　　　　　93,000千円
○一般財源
　　　　　　　100千円

（財源振替）
○その他（まち・ひ
と・しごと創生寄附
金）
 　　       2,000千円
○一般財源
　　　　△ 2,000千円

13
国庫支出金過年度
還付（母子保健衛生
費国庫補助金）

令和３年度に実施した、産後ケア事業及び産婦健診事業事業に係る国庫支出金
の精算に伴い、返還金が生じることから所要の経費を計上するもの。

157

○その他（補助費等）　157千円
【積算】
　・母子保健衛生費国庫補助金返還額
　　既受入済額　　　217千円…①
　　精算額　　 　　 　  60千円…②
    超過額（①-②）　157千円

○全額一般財源

14 市道除排雪経費
市道除雪に係る燃料費の高騰や、本年１月の大雪により、想定以上の除雪回数と
なったため、予算に不足が生じる見込みであることから、不足額を計上するもの。

29,328

○維持補修費　29,328千円
【積算】
　決算見込額　　136,924千円…①
　予算現額　　 　107,596千円…②
　不足額：①-②＝29,328千円

○全額一般財源

15
国民健康保険事業
会計繰出金

国民健康保険事業会計におけるシステム改修に係る国庫支出金の増額等に伴
い、一般会計からの繰出金を減額するもの。

△ 11,064

○繰出金　△11,064千円
【積算】
　・決算見込額　10,622千円…①
　・予算現額　 　21,686千円…②
　　① - ②　＝　△11,064千円

○全額一般財源

16
不用市有物件除却
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業に係る過疎対策事業債（ソフト事業分）の充当額を
見直したため、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・過疎債（ソフト事業分）から、3,600千円を
一般財源へ財源振替

○過疎債（ソフト）
 　　　 △3,600千円
○一般財源
　　　 　　3,600千円

17
ズリ山管理
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費、維持補修費　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、2,600千円を過疎債（ソフ
ト事業分）へ財源振替

○一般財源
 　　　 △2,600千円
○過疎債（ソフト）
　　　   　2,600千円
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No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

18
炭鉄港推進協議会
負担金
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
100千円を過疎債（ソフト事業分）へ財源振
替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　 　　  △100千円
○過疎債（ソフト）
　　　　    　100千円

19

夕張市チャレンジ事
業（創業支援補助・
資格取得補助）
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、国庫支出金（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
4,000千円を新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　 　 △4,000千円
○一般財源（新型コ
ロナウイルス感染症
対応地方創生臨時
交付金）
　　　　 　4,000千円

20
夕張高校魅力化事
業
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）及び企
業版ふるさと納税（まち・ひと・しごと創生寄附金）を充当するため、財源振替を行う
もの。

0

○物件費、その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
9,900千円を過疎債（ソフト事業分）へ、
4,000千円をまち・ひと・しごと創生寄附金へ
財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　   △13,900千円
○過疎債（ソフト）
　　　    9,900千円
○その他（まち・ひ
と・しごと創生寄附
金）
 　　     　4,000千円

21
結婚新生活支援事
業
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、1,000千円を過疎債（ソフ
ト事業分）へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　  　　　 1,000千円
○一般財源
　       △1,000千円

22
じん臓機能障害者
通院移送支援
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○扶助費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
3,963千円を、一般財源から、37千円を過疎
債（ソフト事業分）へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　　  △3,963千円
○一般財源
　　　  　　△37千円
○過疎債（ソフト）
　　　　　 4,000千円



No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

23
シルバー専用住宅
管理
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費、維持補修費　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、3,500千円を過疎債（ソフ
ト事業分）へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　　　　   3,500千円
○一般財源
    　　△3,500千円

24
高齢者公共交通利
用負担軽減
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費、扶助費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
2,533千円を、一般財源から、167千円を過
疎債（ソフト事業分）へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　    △2,533千円
○一般財源
　　 　　 △167千円
○過疎債（ソフト）
　　 　　 2,700千円

25
緊急通報システム運
用
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費、扶助費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
1,900千円を過疎債（ソフト事業分）へ財源
振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　  　　△1,900千円
○過疎債（ソフト）
　　   　　1,900千円

26
高齢者住宅福祉除
雪
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費、扶助費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
939千円を、一般財源から、61千円を過疎債
（ソフト事業分）へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　　     △939千円
○一般財源
　　　　　  △61千円
○過疎債（ソフト）
　　　　　 1,000千円

27
スクールバス予約シ
ステム保守
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、企業版ふるさと納税（まち・ひと・しごと
創生寄附金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
300千円をまち・ひと・しごと創生寄附金へ財
源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　　   　△300千円
○その他（まち・ひ
と・しごと創生寄附
金）
 　　       　300千円
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28
公共交通利用実態
調査
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、国庫支出金（都市構造再編集中支援
事業費補助金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・石勝線代替輸送確保基金繰入金から、
2,000千円を国庫支出金へ財源振替

○繰入金（石勝線
代替輸送確保基金
繰入金）
       　△2,000千円
○国庫支出金（都
市構造再編集中支
援事業費補助金）
　　　　　 2,000千円

29
地域間幹線系統確
保維持費補助
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、国庫支出金（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
3,014千円を新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　 　 △3,014千円
○一般財源（新型コ
ロナウイルス感染症
対応地方創生臨時
交付金）
　　　   　3,014千円

30
保育協会運営費補
助
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）の増額
が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、4,700千円を過疎債（ソフ
ト事業分）へ財源振替

○一般財源
 　　　 △4,700千円
○過疎債（ソフト）
　　　 　　4,700千円

31
学童クラブ感染症対
策
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、国庫支出金（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、134千円を新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金へ財
源振替

○一般財源
 　　　　  △134千円
○国庫支出金（新
型コロナウイルス感
染症対応地方創生
臨時交付金）
　　　　　 　 134千円

32
保育対策総合支援
事業費補助
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、国庫支出金（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、650千円を新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金へ財
源振替

○一般財源
 　　　　  △650千円
○国庫支出金（新
型コロナウイルス感
染症対応地方創生
臨時交付金）
　　　　　　  650千円



No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

33
休日・夜間救急医療
体制補助
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、700千円を過疎債（ソフト
事業分）へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　　　　　　  700千円
○一般財源
　　　　　 △700千円

34
初期救急確保対策
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
20,190千円を、一般財源から10千円を、過
疎債（ソフト事業分）へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　　 △20,190千円
○一般財源
　　　 　  　△10千円
○過疎債（ソフト）
　　　 　 20,200千円

35
有害鳥獣駆除
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、地域づくり総合交付金（エゾシカ緊急
対策事業）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、60千円を道支出金へ財
源振替

○道支出金（地域
づくり総合交付金）
　　　　 　　　 60千円
○一般財源
　　     　　△60千円

36
共同浴場管理
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、15,900千円を過疎債（ソ
フト事業分）へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　　　　  15,900千円
○一般財源
 　　  △15,900千円

37
市立診療所負担金
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、10,000千円を過疎債（ソ
フト事業分）へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　　　　  10,000千円
○一般財源
 　　  △10,000千円

38
水田遊休地有効利
用対策事業費補助
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から、
200千円を過疎債（ソフト事業分）へ財源振
替

○過疎債（ソフト）
　　　　       200千円
○一般財源
 　　       △200千円

39
森林活用型地域人
材育成事業
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業に対して、企業版ふるさと納税（まち・ひと・しごと
創生寄附金）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・森林環境譲与税基金繰入金から、500千
円をまち・ひと・しごと創生寄附金へ財源振
替

○繰入金（森林環
境譲与税基金繰入
金）
　　     　 △500千円
○その他（まち・ひ
と・しごと創生寄附
金）
 　　          500千円

－　7　－



－　8　－

No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

40
老朽市営住宅除却
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業に係る過疎対策事業債（ソフト事業分）の充当額を
見直したため、財源振替を行うもの。

0

○物件費、扶助費　0千円
【財源振替】
　・過疎債（ソフト事業分）から、6,900千円
を、一般財源へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　　　　 △6,900千円
○一般財源
　　　　 　 6,900千円

41
防災ハザードマップ
作成【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、地域づくり総合交付金（防災ハザード
マップ作成）が見込めることから、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から
594千円を、一般財源から706千円を、道支
出金へ財源振替

○道支出金（地域
づくり総合交付金）
　　　　 　1,300千円
○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　 　　　△594千円
○一般財源
　　       △706千円

42
スクールバス運営
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業に係る過疎対策事業債（ソフト事業分）の充当額を
見直したため、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・幸福の黄色いハンカチ基金繰入金から
21,055千円を、一般財源から445千円を、過
疎債（ソフト事業分）へ財源振替

○繰入金（幸福の
黄色いハンカチ基
金繰入金）
　　 　△21,055千円
○一般財源
　　     　△445千円
○過疎債（ソフト）
　　　 　 21,500千円

43
児童・生徒通学安全
対策事業
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○物件費　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、1,500千円を過疎債（ソフ
ト事業分）へ財源振替

○過疎債（ソフト）
　　　　　  1,500千円
○一般財源
　　 　  △1,500千円

44
石炭博物館管理経
費
【財源振替】

当初予算に計上していた同事業について、過疎対策事業債（ソフト事業分）を充当
するため、財源振替を行うもの。

0

○維持補修費、その他（補助費等）　0千円
【財源振替】
　・一般財源から、6,000千円を過疎債（ソフ
ト事業分）へ財源振替

○一般財源
　　 　  △6,000千円
○過疎債（ソフト）
　　　　　  6,000千円

561,752合　　計



（単位：千円）

No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

1
新型コロナウイルス
感染症地方創生対
応臨時交付金

新型コロナウイルス感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けている地域経済
や住民生活の支援を通じた地方創生を図ることを目的に創設された国の交付金
が見込めることから計上するもの。

235,866

○新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金235,866千円
【内訳】
　・通常分　　　                     119,281千円
　・原油価格・物価高騰対応分 　  73,168千円
　・電力等価格高騰重点支援分 　43,417千円
    合　　計　   　                   235,866千円

○国庫支出金
   　　　 　　784千円
○一般財源
　　　　235,082千円

2
出産・子育て応援交
付金（国庫支出金）

妊婦や子育て家庭の安心した出産・子育て支援を目的に、「伴走型相談支援」と
「経済的支援」をパッケージとして実施する出産・子育て応援事業に対して、出産・
子育て応援交付金（国庫支出金）が見込めることから計上するもの。

3,800

○出産・子育て応援交付金3,800千円
【積算】
　・出産・子育て応援事業（2/3）
　　2,700千円×2/3＝1,800千円
　・健康管理システム改修経費（10/10）
　　2,000千円×10/10＝2,000千円

○全額国庫支出金

3

都市構造再編集中
支援事業費補助金
（公共交通利用実
態調査）

持続可能な交通体系の構築に向けた検討を行うための公共交通利用実態調査に
対して、都市構造再編集中支援事業費補助金（1/2）が見込めることから計上する
もの。

2,000

○都市構造再編集中支援事業費補助金
2,000千円
【積算】
　・公共交通利用実態調査
　　事業費4,345千円×1/2≒2,000千円

○全額国庫支出金

4

都市構造再編集中
支援事業費補助金
（市立診療所等移
転改築事業）

市立診療所等移転改築事業における診療所建設工事等の事業費増額分に対し
て、都市構造再編集中支援事業費補助金（1/2）が見込めることから計上するも
の。

93,100

○都市構造再編集中支援事業費補助金
93,100千円
【積算】
　・市立診療所等移転改築事業増額分
　　事業費186,200千円×1/2＝93,100千円

○全額国庫支出金

5
出産・子育て応援交
付金（道支出金）

妊婦や子育て家庭の安心した出産・子育て支援を目的に、「伴走型相談支援」と
「経済的支援」をパッケージとして実施する出産・子育て応援事業に対して、出産・
子育て応援交付金（道支出金）が見込めることから計上するもの。

450

○出産・子育て応援交付金450千円
【積算】
　・出産・子育て応援事業（1/6）
　　2,700千円×1/6＝450千円

○全額道支出金

6
地域づくり総合交付
金（エゾシカ緊急対
策事業）

有害鳥獣駆除事業のうちエゾシカ緊急対策事業に対し、地域づくり総合交付金
（道単補助）が見込めることから計上するもの。

60

○地域づくり総合交付金（エゾシカ緊急対
策事業）60千円
【積算】
　エゾシカ緊急対策事業費　60千円

○全額道支出金

２．歳入関係 　＜歳入総額　５６１，７５２千円＞
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7
地域づくり総合交付
金（ハザードマップ
作成）

本年度更新した防災ハザードマップ作成に対し、地域づくり総合交付金（道単補
助）が見込めることから計上するもの。

1,300

○地域づくり総合交付金（ハザードマップ
作成）1,300千円
【積算】
　ハザードマップ作成事業費　1,300千円

○全額道支出金

8
地域づくり総合交付
金（石炭博物館模
擬坑道）

当初予算に計上している当該交付金について、本年度の交付決定額が予算額を
超えたため、超過分を追加計上するもの。

100

○地域づくり総合交付金（石炭博物館模擬
坑道）100千円
【積算】
　・交付決定額　　60,800千円…①
　・当初予算額　　60,700千円…②
　　　①-②　　＝　　　100千円

○全額道支出金

9
夕張まちづくり寄附
金

夕張まちづくり寄附条例に基づく寄附金が、予算額を上回る見込みであることから
計上するもの。

325,140

○夕張まちづくり寄附金325,140千円
【積算】
　・決算見込額　426,451千円…①
　・予算現額　　 101,311千円…②
　　　①-②　＝　325,140千円

○全額特定財源
（寄附金）

10
まち・ひと・しごと創
生寄附金

夕張高校魅力化事業等の４事業に対して、企業５社から寄附の申し出があり、ま
ち・ひと・しごと創生寄附金の増額が見込めることから計上するもの。

6,800
○まち・ひと・しごと創生寄附金6,800千円
【内訳】
　・5事業者　計6,800千円

○全額特定財源
（寄附金）

11
財政調整基金繰入
金

本年度事業を実施するための一般財源として繰入を予定していた分について、国
庫支出金、過疎ソフト等が見込めることにより、相当額を繰入金から減額するもの。

△ 288,042

○財政調整基金繰入金△288,042千円
【内訳】
　・３月補正事業分　　　40,696千円
　・コロナ臨交金分　△228,852千円
　・道支出金分　　　　　　△866千円
　・まち・ひと・しごと創生寄附金  △2,000千円
　・過疎ソフト振替分　△36,120千円
　・その他地方債分　 △60,900千円
　　　　合　　計　　　 △288,042千円

○全額一般財源



No. 事業名 概要 変更額 算出根拠 財源

12
幸福の黄色いハン
カチ基金繰入金

企画一般業務等の経費への充当額を繰入れるほか、財源振替による充当額の減
により繰入金を減額するもの。

△ 67,122

○幸福の黄色いハンカチ基金繰入金
 △67,122千円
【内訳】
　・企画一般業務　　　　　　　     4,177千円
　・老人福祉会館運営 　　　   　  　935千円
　・拠点複合施設管理　　　　   　   454千円
　・夕張市チャレンジ事業　　  △4,000千円
　・夕張高校魅力化事業　　   △4,000千円
　・スクールバス予約システム 　△300千円
　・地域間幹線系統確保維持費補助
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △3,014千円
　・ハザードマップ作成　　        △594千円
　・過疎債ソフト事業振替分 △60,780千円
　　　　合　　計　　　　　        △67,122千円

○全額特定財源
（繰入金）

13
石勝線代替輸送確
保基金繰入金

当該基金充当事業に対して、国庫支出金（都市構造再編集中支援事業費補助
金）が見込まれるため、当該相当分の繰入金を減額するもの。

△ 2,000

○石勝線代替輸送確保基金繰入金
△2,000千円
【内訳】
　・国庫支出金相当額　△2,000千円

○全額特定財源
（繰入金）

14
森林環境譲与税基
金繰入金

当該基金充当事業に対して、まち・ひと・しごと創生寄附金（企業版ふるさと納税）
が見込まれるため、当該相当分の繰入金を減額するもの。

△ 500

○森林環境譲与税基金繰入金△500千円
【内訳】
　・まち・ひと・しごと寄附金相当額
                                            △500千円

○全額特定財源
（繰入金）

15

診療所建設事業債
（防災・減災・国土
強靭化緊急対策事
業債）

市立診療所等移転改築事業における診療所建設工事等の事業費増額分に対し
て、地方債（防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債）が見込めることから計上す
るもの。

93,000

○診療所建設事業債（防災・減災・国土強
靭化緊急対策事業債）93,000千円
【積算】
　・診療所分
　　事業費　129,595千円…①
　　国庫支出金　64,800千円…②
　　地方債①－②　≒　64,700千円
　・介護医療院分
　　事業費　56,605千円…①
　　国庫支出金　28,300千円…②
　　地方債①－②　≒　28,300千円

○全額特定財源
（地方債）
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16
過疎対策事業債（ソ
フト分）

令和４年度の過疎対策事業債（ソフト事業分）発行限度額について、限度超過分
も発行可能となり、当初予算額から増額となることから計上するもの。

96,900

○過疎対策事業債（ソフト分）96,900千円
【積算】
　・R４発行可能額　192,600千円　①
　・当初予算額　　　 95,700千円　②
　　　　①-②＝96,900千円

○全額特定財源
（地方債）

17
模擬坑道復旧事業
債（火災復旧事業
債）

本年度から着手した石炭博物館模擬坑道復旧事業に対して、地方債（火災復旧
事業債）が見込めることから計上するもの。

60,900

○模擬坑道復旧事業債（火災復旧事業
債）60,900千円
【積算】
　・坑道復旧事業費　  　347,849千円
　・国庫支出金　　　　　  226,101千円
　・道支出金　　　　　　　　60,800千円
　・地方債①-②-③　≒　60,900千円

○全額特定財源
（地方債）

561,752合　　計

事業 充当額

不用市有物件除却 △ 3,600

市営住宅再編事業 △ 6,900

高齢者就業機会確保 0

保育協会運営費補助 4,700

スクールバス運営 21,500

初期救急確保対策 20,200

じん臓機能障害者通院移送支援事業 4,000

高齢者公共交通利用負担軽減 2,700

高齢者住宅福祉除雪事業 1,000

石炭博物館管理 6,000

結婚新生活支援事業 1,000

農業振興対策連携事業 200

緊急通報システム運用 1,900

児童・生徒通学安全対策事業 1,500

ズリ山管理 2,600

休日・夜間救急医療体制補助 700

シルバー専用住宅管理 3,500

市立診療所負担金 10,000

共同浴場管理 15,900

企画一般業務 100

夕張高校魅力化事業 9,900

合計 96,900



（単位：千円）

歳 入 額 一 般 財 源
一般財源の前年
度 対 比 増 減 額 歳 入 額 一 般 財 源

一般財源の前年
度 対 比 増 減 額 歳 入 額 一 般 財 源

一般財源の前年
度 対 比 増 減 額 歳　入　　　　（　）内は一般財源

1 755,182 755,182 △ 18,268 912,631 912,631 103,051 157,449 157,449 121,319

市民税個人（現年）40,821（40,821）
固定資産税（現年）15,724（15,724）
入湯税（現年）▲9,905（▲9,905）
国有資産市町村交付金（現年）
107,612（107,612）

2 57,416 57,416 0 42,678 42,678 △ 3,966 △ 14,738 △ 14,738 △ 3,966
地方揮発油譲与税▲8,033（▲8,033）
森林環境譲与税5,598（5,598）
自動車重量譲与税▲12,303（▲12,303）

3 4,985,925 4,985,925 △ 52,442 4,966,792 4,966,792 △ 3,925 △ 19,133 △ 19,133 48,517 普通交付税▲19,133（▲19,133）

4 1,644,589 11,186 0 1,867,519 11,271 △ 234,886 222,930 85 △ 234,886

【国庫支出金　294,128（0）】
子どものための教育・保育給付交付金43,740（0）
障害者自立支援医療費負担金9,205（0）
生活保護費負担金▲17,380（0）
都市構造再編集中支援事業費補助金150,700（0）
低所得者保険料軽減負担金14,758（0）
社会資本整備総合交付金▲160,553（0）
デジタル田園都市国家構想交付金9,761（0）
道路メンテナンス補助金143,500（0）
障害者自立支援給付費負担金▲100,919（0）
デジタル基盤改革支援補助金10,190（0）
文化財保存事業費関係補助金173,858（0）
【道支出金　▲71,198（85）】
子どものための教育・保育給付交付金43,740（0）
合板・製材生産性強化対策事業補助金
▲35,000（0）
模擬坑道火災復旧事業9,100（0）
生活保護費負担金現年度分▲11,380（0）
森林環境保全整備事業補助金▲21,896（0）
障害者自立支援給付費負担金▲50,460（0）
介護サービス提供基盤等整備事業費交付金
15,941（0）

5 659,157 355,936 129,301 1,274,101 681,313 119,252 614,944 325,377 △ 10,049
財政調整基金繰入金325,377（325,377）
幸福の黄色いハンカチ基金繰入金268,762（0）
石勝線代替輸送確保基金繰入金17,565（0）

6 297,000 0 0 1,086,100 26,000 △ 16,609 789,100 26,000 △ 16,609

診療所建設事業債629,200（0）
公営住宅建設事業債35,400（0）
道路橋りょう整備事業債79,300（0）
模擬坑道復旧事業債213,600（0）
過疎対策事業債（ソフト事業分）14,400（0）
臨時財政対策債26,000（26,000）

0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 905,761 373,229 △ 16,509 858,336 379,714 △ 584,736 △ 47,425 6,485 △ 568,227

分担金・負担金▲1,772（0）
使用料及び手数料▲40,678（377）
財産収入▲28,752（▲15,368）
寄附金15,018（0）
諸収入▲9,857（2,860）
各種交付金18,616（18,616）

9,305,030 6,538,874 42,082 11,008,157 7,020,399 △ 621,819 1,703,127 481,525 △ 663,901

歳 出 額 一 般 財 源
一般財源の前年
度 対 比 増 減 額 歳 出 額 一 般 財 源

一般財源の前年
度 対 比 増 減 額 歳 出 額 一 般 財 源

一般財源の前年
度 対 比 増 減 額 歳　出　　　　（　）内は一般財源

1 1,211,603 1,082,588 81,943 1,272,866 1,118,979 △ 26,313 61,263 36,391 △ 108,256

給料（一般職級）20,242（20,242）
給料（会計年度任用職員）63,955（63,955）
職員手当（退職）▲96,102（▲96,102）
職員手当（会計年度任用職員）33,385（33,385）
共済費（都市共済）13,204（13,204）
共済費（会計年度任用職員）23,751（23,751）

2 799,883 508,245 △ 31,144 1,574,814 973,956 249,882 774,931 465,711 281,026

光熱水費（市立診療所改築）9,423（9,423）
光熱水費（中学校維持管理）10,802（10,802）
沼ノ沢小砂金の沢調査業務委託料14,905（8,905）
ふるさと納税特産品送付委託料118,542（0）
公営塾運営委託料（夕張高校魅力化事業）
11,146（0）
休日等管理清掃委託料（拠点複合施設管理）
11,930（11,930）
庁舎整備基本構想基本計画策定委託料
17,494（17,494）
スクールバス運行委託料（スクールバス運営）
16,937（▲1,567）
市営住宅管理業務委託料（市営住宅管理）
98,276（77,322）
橋梁長寿命化修繕計画点検委託料▲44,086（▲
15,431）
診療所移転業務委託料（市立診療所改築）
54,571（54,571）
旧市立診療所物品等廃棄業務（市立診療所改
築）44,173（44,173）
診療所閉鎖工事（市立診療所改築）
22,862（22,862）
体育施設管理業務委託料49,978（49,978）
石炭博物館管理委託料10,869（10,869）
橋梁長寿命化修繕計画点検委託料（計画誤計
上）44,086（15,431）
給食調理業務委託料（中学校給食運営）24,183
（24,183）

3 401,706 235,659 △ 6,558 306,688 227,687 △ 20,106 △ 95,018 △ 7,972 △ 13,548

浄化槽保守委託料（市営住宅管理）▲32,178（0）
修繕料（市営住宅修繕）▲46,183（0）
修繕料（道路橋梁管理）16,150（16,150）
修繕料（市道維持補修）▲19,100（▲19,100）
除雪委託料（除排雪）12,788（12,788）

4 1,581,734 460,095 △ 5,947 1,437,610 416,849 △ 17,478 △ 144,124 △ 43,246 △ 11,531

更生医療給付費（障害者自立支援事業）
18,411（4,604）
障害者福祉サービス給付費（障害者自立支援事
業）▲185,783（46,445）
療養介護医療給付費（障害者自立支援事業）▲
10,802（▲2,700）
児童手当給付費11,420（1,737）
児童扶養手当給付費▲12,320（▲8,213）
施設型給付費（旧保育所入所児童扶助費）68,098
（16,284）
生活扶助等給付費▲22,345（5,627）

5 501,846 31,442 △ 22,036 1,549,750 50,618 11,050 1,047,904 19,176 33,086

(1) 普 通 建 設 事 業 費 501,846 31,442 △ 22,036 1,549,750 50,618 11,207 1,047,904 19,176 33,243

【補助事業　682,930（▲15,415）】
公園施設長寿化補修工事▲14,920（▲60）
清水沢市街本通線道路実施設計18,524（41）
清水沢橋架替工事212,916（42）
橋梁長寿命化修繕計画点検委託料（計画誤計
上）▲44,086（▲28,655）
橋梁長寿命化修繕計画補修工事▲26,500（▲75）
市営住宅改善（長寿命化・居住）▲255,412（119）
市営住宅改善工事実施設計委託▲8,400（▲20）
間伐等工（森林環境保全）▲25,000（0）
林内路網整備工事（林業専用道整備）▲27,085
（0）
模擬坑道復旧工事394,986（28）
診療所・介護医療院土木工事78,375（114）
診療所・介護医療院建設工事389,190（51）
【単独事業　364,974（34,591）】
医療情報システム整備委託料（市立診療所改築）
94,036（139）
診療所建設設備整備274,524（41,583）

(2) 災 害 復 旧 事 業 費 0 0 0 0 0 △ 157 0 0 △ 157

6 3,580,586 3,341,167 22,143 3,470,369 3,224,209 1,545 △ 110,217 △ 116,958 △ 20,598
起債元金▲36,633（▲42,766）
起債利子▲73,584（▲74,192）

2,558,450 2,535,215 5,981 2,558,450 2,535,215 5,981 0 0 0

7 854,986 763,237 △ 1,221 819,403 713,460 △ 16,375 △ 35,583 △ 49,777 △ 15,154

公共下水道事業会計繰出金▲24,836（▲24,836）
介護保険事業会計繰出金40,992（18,855）
国民健康保険事業会計繰出金▲23,375（▲
12,842）
後期高齢者医療給付費負担金▲38,190（▲
38,190）

8 372,686 116,441 4,902 576,657 294,641 △ 804,024 203,971 178,200 △ 808,926

【補助費等　190,197（165,396）】
水道事業会計補助（水道事業会計繰出）88,568
（88,568）
夕張支線代替輸送運営費等補助（交通問題対
策）17,565（0）
市立診療所負担金10,000（10,000）
子育て世帯向け住宅取得等助成金（地域再生整
備事業）▲14,000（▲5,175）
高校生チャレンジ補助9,607（0）
生産基盤支援対策補助（農業振興対策連携事
業）9,745（0）
【積立金　5,574（5,684）】
森林環境譲与税基金積立5,684（5,684）
【出資金・貸付金】
奨学資金貸付金▲1,800（1,800）
【予備費　10,000（10,000）】
一般会計予備費10,000（10,000）

9,305,030 6,538,874 42,082 11,008,157 7,020,399 △ 621,819 1,703,127 481,525 △ 663,901

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

令和５年度第１次（３月）財政再生計画変更の概要

年　　　度 令和５年度（第15年度）
計画増減内訳

区　　　分 現在計画　（Ａ） 変更後計画　（Ｂ） 計画増減　（Ｂ）－（Ａ）

地 方 債

う ち 再 生 振 替 特 例 債

そ の 他

歳 入 計

歳 出

人 件 費

歳 入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

国 都 道 府 県 支 出 金

繰 入 金

う ち 再 生 振 替 特 例 債

繰 出 金

そ の 他

歳 出 計

歳入歳出差引額 （Ａ）

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

建 設 事 業 費

公 債 費

翌年度へ繰り越すべき財源（Ｂ）

実 質 収 支 額
（ Ａ ） － （ Ｂ ） （ Ｃ ）

（Ｃ）のうち地方自治法第233条の
2 の 規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

資
料
１
-
２



　◆　計画本文

　　１　令和５年度第１次（３月）変更において、給与月額の削減率の改定を行う予定である
　　　ことから、このことに係る財政再生計画本文について、次のとおり変更する。

＜「第４　財政の再生に必要な計画及び歳入又は歳出の増減額」の内容＞

　【変更前】
　　１　事務及び事業の見直し、組織の合理化その他の歳出削減計画
　　（１）人件費
　　 イ　一般職給与の削減
　　（略）
　　 ・　給料月額は７％削減とする。
　　（略）
　
　【変更後】
　　（略）
 　  ・　給料月額は５％削減とする。
　　（略）

資料1-３



夕張市財政再生計画（令和５年度第１次（３月））変更事項

【新たに計画に計上する事務事業】 （単位：千円）

国費 道費 地方債 その他 一般財源

0

1 物件費 文書管理改善支援業務委託 1,716 1,716 無

2 物件費 一般庁用（紙折り機更新） 295 295 有

3 物件費
財務会計システム改修（インボイス制
度対応）

1,210 1,210 有

4 物件費 ホームページリニューアル委託 10,677 10,677 有

5 物件費
総合行政システム管理
（標準化システム対応）

8,210 8,210 0 【国費】デジタル基盤改革支援補助金 無

6 物件費
期日前投票管理システム標準化対
応

1,430 1,430 0 【国費】デジタル基盤改革支援補助金 無

7 補助費等
南空知地域公共交通計画策定負担
金

691 691 無

8 物件費 夕張市地域公共交通計画策定 3,564 3,564 有

9 補助費等 奨学金返還支援事業 1,200 1,200 有

10 物件費
夕張高校魅力化事業
（無線LAN設置）

605 605 0 【その他】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金 有

11 補助費等
夕張高校魅力化事業
（地域みらい留学参画負担金）

1,400 700 700 0
【国費】デジタル田園都市国家構想交付金
【その他】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金

有

12
人件費
物件費

地域プロジェクトマネージャー派遣事
業

7,699 1,287 6,412 【その他】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金 無

13 物件費 沼ノ沢小砂金の沢ズリ山調査業務 14,905 6,000 8,905 【地方債】過疎ソフト 無

14 物件費
庁舎整備事業（用地関連経費、官民
連携事業可能性調査）

15,086 15,086 有

15
普通建設事業費

（補助）
橋梁長寿命化計画事業（若水橋撤
去・道路改良）

18,524 11,583 6,900 41 【国費】道路メンテナンス補助金 有

16 物件費 戸籍システム改修 308 308 有

17 物件費
住民基本台帳システム改修
（メモリ増設、インターフェイス切替）

870 870 有

18 物件費 蜂巣駆除用防護服更新 308 308 無

19 物件費
医療扶助オンライン資格確認導入事
業

4,460 4,460 0 【国費】社会保障・税番号制度システム整備費等補助金 無

20 物件費 生活保護システム標準化対応 330 330 0 【国費】デジタル基盤改革支援補助金 無

21 物件費
レセプト管理システム点検サービス
利用料

792 594 198 【国費】生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 有

22 物件費 健康管理システム標準化対応 220 220 0 【国費】デジタル基盤改革支援補助金 無

23 物件費
乳幼児健診視覚検査用屈折検査機
器導入

1,540 770 770 無

24
物件費

補助費等 出産・子育て応援事業 2,201 1,467 367 367 【国費・道費】出産・子育て応援交付金 有

25 物件費
指導研究一般業務（ソフトウエア購
入）

11 11 有

26 物件費
児童生徒情報化促進
（授業目的公衆送信補償金）

35 35 無

27 物件費 放課後オンライン学習事業 455 455 有

28 維持補修費
小学校維持管理（ボイラー部品交
換、駐車場排水管洗浄）

440 440 有

29 維持補修費
中学校維持管理（ボイラー部品交
換、落雪防止柵修繕）

546 546 有

30 維持補修費
美術品管理
（パッケージエアコン修繕）

299 299 0 【その他】子ども・文化振興基金繰入金 有

31 物件費 「採炭救国坑夫の像」冬囲い業務 125 125 無

32 物件費 アイヌ遺骨燻蒸委託料 64 64 無

33 物件費 石炭大露頭附近樹木伐採 3,798 3,798 無

34 維持補修費 文化スポーツセンター各所修繕 371 371 0 【その他】子ども・文化振興基金繰入金 有

35 維持補修費 清水沢プール（幼児用）修繕 127 127 0 【その他】子ども・文化振興基金繰入金 有

36 物件費 消防団員防火衣下衣購入 6,145 6,145 無

37
物件費

補助費等 指導的救急救命士養成 400 400 有

38 補助費等 フルハーネス特別教育 28 28 有

39 物件費
庁舎整備事業
（基本構想基本計画策定委託料）

17,494 17,494 有

40
物件費

普通建設事業
（補助）

市立診療所等移転改築 971,298 150,700 15,941 629,200 175,457
【国庫】都市構造再編集中支援事業費補助金
【道費】介護サービス提供基盤等整備事業費交付金
【地方債】市立診療所等改築事業債

有

41
普通建設事業

（補助） 模擬坑道復旧事業 396,622 173,858 9,100 213,600 64
【国庫】登録有形文化財建造物保存修理事業費補助金
【道費】地域づくり総合交付金
【地方債】模擬坑道復旧事業債

有

1,496,499 354,322 25,408 855,700 3,389 257,680

備考（充当する特定財源等の内容）

同種の事務事業
における

これまでの計画
変更の有無

＜一般会計＞

合　　　　　　　　計

歳出
番号

歳出
項目名 事業名等

計画
変更額

財源内訳

資
料
１
-
４



【計画登載事業のうち変更を行う主な事業】 （単位：千円）

国費 道費 地方債 その他 一般財源

42 物件費
企画一般業務
（ふるさと納税特産品送付委託料）

118,542 118,542 0 【その他】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金 有

43 繰出金 国民健康保険事業会計繰出 ▲ 23,375 ▲ 1,975 ▲ 8,558 ▲ 12,842
【国庫・道費】保険基盤安定等負担金
【道費】感染症予防事業費等補助金

有

44 繰出金 介護保険事業会計繰出 40,992 14,758 7,379 18,855 【国庫・道費】低所得者保険料軽減負担金 有

45 繰出金 下水道事業会計繰出 ▲ 24,836 ▲ 24,836 有

46 繰出金 水道事業会計繰出 88,568 0 88,568 有

47 公債費 公債費（元金） ▲ 36,633 6,133 ▲ 42,766
【その他】公営住宅使用料、財政再生計画調整基金繰入
金

有

48 公債費 公債費（利子） ▲ 73,584 608 ▲ 74,192 【その他】公営住宅使用料 有

49 予備費 一般会計予備費 10,000 10,000 有

50
普通建設事業

（補助）
森林環境保全整備事業
（間伐等工事）

▲ 25,000 ▲ 21,896 ▲ 3,104 0
【道費】森林環境保全整備事業補助金
【その他】林産物売払代

有

51
普通建設事業

（補助）
林業専用道整備
（林内路網整備工事）

▲ 27,085 ▲ 27,085 0 【道費】合板・製材生産性強化対策事業補助金 有

52 補助費等
地域再生整備事業（子育て世帯向け
住宅取得等助成金）

▲ 14,000 ▲ 7,368 ▲ 1,457 ▲ 5,175
【国庫】社会資本整備総合交付金
【その他】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金

有

53 維持補修費
市営住宅管理業務
（浄化槽保守委託料）

▲ 32,178 ▲ 14,878 ▲ 17,300 0
【国庫】社会資本整備総合交付金
【その他】賃貸住宅使用料、浄化槽利用者負担金収入

有

54 維持補修費
市営住宅修繕
（修繕料）

▲ 46,183 ▲ 46,183 0 【その他】公営住宅使用料、賃貸住宅使用料 有

55
普通建設事業

（補助）
市営住宅再編事業（市営住宅改善
（長寿命化・居住性向上）工事）

▲ 255,412 ▲ 122,831 ▲ 132,700 119
【国庫】社会資本整備総合交付金
【地方債】公営住宅建設事業債

有

56 物件費
市営住宅再編事業
（老朽住宅除却工事（効果促進））

56,089 28,042 27,700 347
【国庫】社会資本整備総合交付金
【地方債】過疎対策事業債（ソフト）

有

57 維持補修費
道路橋梁管理
（修繕料）

16,150 16,150 有

58 維持補修費
市道維持補修
（修繕料）

▲ 19,100 ▲ 19,100 有

59 物件費
橋梁長寿命化計画事業（橋梁点検・補
修）（橋梁長寿命化修繕計画点検委託料）

▲ 44,086 ▲ 28,655 ▲ 15,431 【国庫】社会資本整備総合交付金 有

60
普通建設事業

（補助）
橋梁長寿命化計画事業（橋梁点検・補
修）（橋梁長寿命化修繕計画補修工事）

▲ 26,500 ▲ 17,225 ▲ 9,200 ▲ 75
【国庫】社会資本整備総合交付金
【地方債】道路橋りょう整備事業債

有

61 維持補修費 除排雪（除雪委託料） 12,788 12,788 有

62 維持補修費 除排雪（賃金） ▲ 22,465 ▲ 22,465 有

63
普通建設事業

（補助）
公園施設長寿命化計画事業（公園点
検・補修）

▲ 14,920 ▲ 7,460 ▲ 7,400 ▲ 60
【国庫】社会資本整備総合交付金
【地方債】公園施設長寿命化計画事業

有

64 繰出金
後期高齢者医療広域連合負担
（後期高齢者医療給付費負担金）

▲ 38,190 ▲ 38,190 有

65 扶助費
障害者自立支援事業
（更生医療給付費）

18,411 9,205 4,602 4,604 【国庫・道費】障害者自立支援医療費負担金 有

66 扶助費
障害者自立支援事業
（障害福祉サービス給付費）

▲ 185,783 ▲ 92,892 ▲ 46,446 ▲ 46,445 【国庫・道費】障害者介護給付費等負担金（知的・身体） 有

67 扶助費
障害者自立支援事業
（療養介護医療給付費）

▲ 10,802 ▲ 5,401 ▲ 2,701 ▲ 2,700
【国庫・道費】障害者介護給付費等負担金（療養介護医
療）

有

68 扶助費
児童扶養手当給付
（児童扶養手当給付費）

▲ 12,320 ▲ 4,107 ▲ 8,213 【国庫】児童扶養手当負担金 有

69 扶助費
生活扶助
（生活扶助等給付費）

▲ 22,345 ▲ 17,380 ▲ 11,380 788 5,627
【国庫】生活保護費負担金
【道費】生活保護費負担金現年度分
【その他】生活保護費返還金収入（現年・過年）

有

70 物件費
スクールバス運営
（スクールバス運行委託料）

16,937 18,513 ▲ 1,576 【その他】幸福の黄色いハンカチ基金 有

71 物件費 中学校維持管理 10,802 10,802 有

72 扶助費
子どものための教育・保育給付
（施設型給付費）

68,098 43,740 19,214 ▲ 11,140 16,284
【国庫・道費】子どものための教育・保育給付費負担金
【道費】多子世帯の保育料軽減支援事業費補助金
【その他】保育児童福祉費負担金

有

73 扶助費
児童手当給付
（児童手当給付費）

11,420 7,819 1,864 1,737 【国庫・道費】児童手当負担金 有

▲ 486,000 ▲ 216,608 ▲ 85,007 ▲ 121,600 65,400 ▲ 128,185

【新たに計画に計上する歳入】 （単位：千円）

国費 道費 地方債 その他 一般財源

1 国庫支出金 デジタル基盤改革支援補助金 10,190 10,190 0

2 国庫支出金 デジタル田園都市国家構想交付金 9,761 9,761 0

3 寄附金 まち・ひと・しごと創生寄附金 15,018 15,018 0

4 繰入金 石勝線代替輸送確保基金繰入金 17,565 17,565 0

5 地方譲与税 森林環境譲与税 5,598 5,598

6 法人事業税交付金 法人事業税交付金 10,974 10,974

7 地方債 診療所建設事業債（市立診療所等改築） 499,000 499,000 0

8 地方債 診療所建設事業債（介護医療院整備） 130,200 130,200 0

9 地方債 模擬坑道復旧事業債 213,600 213,600 0

10 繰入金 森林環境贈与税基金繰入金 5,280 5,280 0

11 国庫支出金 道路メンテナンス補助金 143,500 143,500 0

12 使用料及び手数料 拠点複合施設使用料 1,122 1,122 0

13 国庫支出金 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 4,460 4,460 0

14 国庫支出金 都市構造再編集中支援事業費補助金 150,700 150,700 0

15 国庫支出金 出産・子育て応援交付金 1,467 1,467 0

16 道支出金 介護サービス提供基盤等整備事業費交付金 15,941 15,941 0

17 繰入金 奨学基金繰入金 1,080 1,080 0

18 国庫支出金 文化財保存事業費関係補助金 173,858 173,858 0

19 道支出金 地域づくり総合交付金 9,100 9,100 0

20 国庫支出金 地域少子化対策重点推進交付金 1,200 1,200 0

21 国庫支出金 保育対策総合支援事業費補助金 2,196 2,196 0

22 道支出金 多子世帯の保育料軽減支援事業補助金 1,556 1,556 0

1,423,366 497,332 26,597 842,800 40,065 16,572

【事業名】市立診療所改築

【事業名】総合行政システム管理、生活扶助、健康管理システム整備、選挙管理委員会事務局業務

【事業名】夕張高校魅力化事業

【事業名】子どものための教育・保育給付

合　　　　　　　　計

【事業名】市立診療所改築

【事業名】奨学資金貸付

【事業名】模擬坑道復旧

【事業名】模擬坑道復旧

【事業名】結婚新生活支援事業

【事業名】保育協会運営費補助、保育対策総合支援事業費補助

＜一般会計＞

【事業名】妊娠出産子育て支援事業

【事業名】交通問題対策

一般財源扱い

一般財源扱い

【事業名】市立診療所改築

【事業名】市立診療所改築

【事業名】模擬坑道復旧

【事業名】地域産業資源創出事業、森林管理、森林経営管理、林道管理

【事業名】農業振興対策連携事業、森林活用型地域人材育成事業

【事業名】橋梁長寿命化計画事業

【事業名】拠点複合施設管理

【事業名】医療扶助オンライン資格確認導入

歳出
番号

歳出
項目名 事業名等

同種の事務事業
における

これまでの計画
変更の有無

合　　　　　　　　計

歳入
番号

計画
変更額

財源内訳
備考（充当する特定財源等の内容）

財源内訳
備考（充当する事業等の内容）

歳入
項目名 事業名等

計画
変更額



※  現時点において、財政再生計画変更に向けて、国及び道と調整を図っているもの。
     調整未了につき、今後、内容に変更を生じる場合があることに留意願います。

資
料

２

令和４年度　　  各  会  計

補　　正　　予　　算　　調　　書

（水道事業会計を除く）



－　1 　－

《　一　般　会　計　》

０４ 衛生費 ０1 保健衛生費 3,512 千円

０４ 衛生費 ０1 保健衛生費 3,008 千円

6,520 千円合                                                計

新型コロナウイルスワクチン接種

出産・子育て応援事業

繰  越  明  許  費　補  正

款 項 事               業               名 金　　　　　額



《　一　般　会　計　》

債　務　負　担　行　為　補　正 

事　　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　　　間 補 正 前 限 度 額 補 正 後 限 度 額

15,144 千円

○ 96,692 千円

○ 都市計画情報デジタル化委託 令和５年度 13,217 千円

124,098 千円模擬坑道復旧 令和５年度

－   2   －



－   3   －

《　一　般　会　計　》

補正前 補正後

○ 95,700 192,600 （変更なし） （変更なし）

○ 0 93,000
普通貸借

又は
証券発行

5.0％以内

○ 0 60,900
普通貸借

又は
証券発行

5.0％以内

1,218,609 1,469,409

　　　地　　方　　債　　補　　正

（単位：千円）

起　　債　　の　　目　　的
限　　度　　額

起債の方法

地 方 債 限 度 額 の 総 額

過疎対策事業債（ソフト事業
分）

（変更なし）

利　　　率

市立診療所等整備
　償還の方法は、起債許可要件に基づき各債権者と
協定するものとし、財政等の都合により償還年限の変
更、繰上償還、低利債に借り換えできる。

償　　還　　の　　方　　法

模擬坑道復旧
　償還の方法は、起債許可要件に基づき各債権者と
協定するものとし、財政等の都合により償還年限の変
更、繰上償還、低利債に借り換えできる。



《　一　般　会　計　》

(単位:千円)

国道支出金 地方債 そ の 他 一 般 財 源

1 総 務 費 345,877 0 9,000 315,317 21,560

2 民 生 費 △ 8,683 2,784 18,800 △ 12,960 △ 17,307

3 衛 生 費 190,900 97,410 139,800 △ 18,190 △ 28,120

4 農 林 業 費 0 0 200 △ 200 0

5 土 木 費 29,328 0 △ 6,900 0 36,228

6 消 防 費 0 1,300 0 △ 594 △ 706

7 教 育 費 2,664 100 89,900 △ 21,055 △ 66,281

8 諸 支 出 金 1,666 0 0 0 1,666

561,752 101,594 250,800 262,318 △ 52,960

<補正前> <補正額> <補正後>

■ 予 算 総 額 13,110,665 561,752 13,672,417

合  　　　計 一般財源：財政調整基金繰入金

金　 額
財　  源　  内  　訳

摘       　要

〈　款　別　総　括　〉

番号 款　　　　　名

－　4 　－



－　5 　－

〈事項別明細の補正〉

国道支出金 地方債 その他 一般財源

345,877 0 9,000 315,317 21,560

1 ○ 庁舎管理（一般管理費） 1,571 1,571

2 ○ 人件費（一般管理費） 14,989 14,989

3 ○ 幸福の黄色いハンカチ基金積立 325,140 325,140 0

4 ○ ズリ山管理 0 2,600 △ 2,600

5 ○ 不用市有物件除却 0 △ 3,600 3,600

6 ○ 企画一般業務 4,177 100 4,077 0

7 ○ 夕張市チャレンジ事業 0 △ 4,000 4,000

8 ○ 夕張高校魅力化事業 0 9,900 △ 9,900

△ 8,683 2,784 18,800 △ 12,960 △ 17,307

9 ○ 国民健康保険事業会計繰出 △ 11,064 △ 11,064

10 ○ 結婚新生活支援事業 0 1,000 △ 1,000

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）9,900
　まち・ひと・しごと創生寄附金4,000
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△13,900

需用費1,571

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）1,000
　一般財源△1,000

（単位：千円）

職員手当等14,989

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）2,600
　一般財源△2,600

使用料及び賃借料4,177
【財源】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金4,177

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）100
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△100

○　事　業　名

財　源　内　訳

繰出金△11,064

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）△3,600
　一般財源3,600

積立金325,140
【財源】夕張まちづくり寄附金325,140

＜財源振替＞
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△4,000
　一般財源4,000

《　一　般　会　計　》

【 総 務 費 】

摘　　　　　　　　　　　要
【　　　款　　　】

番号 金　　額

【 民 生 費 】



〈事項別明細の補正〉

国道支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円）

○　事　業　名

財　源　内　訳
摘　　　　　　　　　　　要

【　　　款　　　】
番号 金　　額

11 ○ じん臓機能障害者通院移送支援事業 0 4,000 △ 3,963 △ 37

12 ○ 老人福祉会館運営 935 935 0

13 ○ シルバー専用住宅管理 0 3,500 △ 3,500

14 ○ 高齢者公共交通利用負担軽減 0 2,700 △ 2,533 △ 167

15 ○ 緊急通報システム運用 0 1,900 △ 1,900 0

16 ○ 高齢者住宅福祉除雪 0 1,000 △ 939 △ 61

17 ○ 交通問題対策 0 2,000 △ 5,014 3,014

18 ○ 拠点複合施設管理 1,446 454 992

19 ○ 保育協会運営費補助 0 4,700 △ 4,700

20 ○ 感染症対策（子ども子育て） 0 134 △ 134

21 ○ 保育対策総合支援事業費補助 0 650 △ 650

需用費935
【財源】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金935

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）3,500
　一般財源△3,500

＜財源振替＞
　都市構造集中支援事業費補助金2,000
　まち・ひと・しごと創生寄附金300
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△3,314
　石勝線代替輸送確保基金繰入金△2,000
　一般財源3,014

需用費1,446
【財源】幸福の黄色いハンカチ基金繰入金454

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）4,000
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△3,963
　一般財源△37

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）1,900
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△1,900

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）1,000
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△939
　一般財源△61

＜財源振替＞
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金650
　一般財源△650

＜財源振替＞
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金134
　一般財源△134

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）4,700
　一般財源△4,700

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）2,700
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△2,533
　一般財源△167
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〈事項別明細の補正〉

国道支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円）

○　事　業　名

財　源　内　訳
摘　　　　　　　　　　　要

【　　　款　　　】
番号 金　　額

190,900 97,410 139,800 △ 18,190 △ 28,120

22 ○ 休日・夜間救急医療体制補助 0 700 △ 700

23 ○ 初期救急確保対策 0 20,200 △ 20,190 △ 10

24 ○ 出産・子育て応援事業 4,700 4,250 450

25 ○ 有害鳥獣駆除 0 60 △ 60

26 ○ 共同浴場管理 0 15,900 △ 15,900

27 ○ 市立診療所負担金 0 10,000 △ 10,000

28 ○ 市立診療所改築 186,200 93,100 93,000 2,000 △ 1,900

0 0 200 △ 200 0

29 ○ 農業振興対策連携事業 0 200 △ 200 0

30 ○ 森林活用型地域人材育成事業 0 0 0

29,328 0 △ 6,900 0 36,228

＜財源振替＞
　地域づくり総合交付金60
　一般財源△60

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）700
　一般財源△700

【 土 木 費 】

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）15,900
　一般財源△15,900

工事請負費186,200
【財源】都市構造再編集中支援事業費補助金93,100、診療所建
設事業債93,000

＜財源振替＞
まち・ひと・しごと創生寄附金2,000
一般財源△2,000

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）20,200
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△20,190
　一般財源△100

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）10,000
　一般財源△10,000

＜財源振替＞
　まち・ひと・しごと創生寄附金500
　森林環境譲与税基金繰入金△500

需用費2,100、負担金補助及び交付金2,600
【財源】出産・子育て応援交付金（国）3,800、出産・子育て
応援交付金（道）450

【 衛 生 費 】

【 農 林 業 費 】

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）200
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△200



〈事項別明細の補正〉

国道支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円）

○　事　業　名

財　源　内　訳
摘　　　　　　　　　　　要

【　　　款　　　】
番号 金　　額

31 ○ 除排雪 29,328 29,328

32 ○ 市営住宅再編事業 0 △ 6,900 6,900

0 1,300 0 △ 594 △ 706

33 ○ 防災ハザードマップ作成 0 1,300 △ 594 △ 706

2,664 100 89,900 △ 21,055 △ 66,281

34 ○ スクールバス運営 0 21,500 △ 21,055 △ 445

35 ○ 児童・生徒通学安全対策事業 0 1,500 △ 1,500

36 ○ 中学校維持管理 1,407 1,407

37 ○ 石炭博物館管理 757 6,000 △ 5,243

38 ○ 模擬坑道復旧 500 100 60,900 △ 60,500

1,666 0 0 0 1,666

39 ○
国庫支出金過年度還付（母子保健衛
生費国庫補助金）

157 157

需用費7,565、委託料21,763

償還金利子及び割引料157

工事請負費500

<財源振替>
　模擬坑道復旧事業債60,900
　地域づくり総合交付金100
　一般財源△61,000

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）1,500
　一般財源△1,500

負担金補助及び交付金757

<財源振替>
　過疎対策事業債（ソフト事業分）6,000
　一般財源△6,000

【 消 防 費 】

【 教 育 費 】

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）21,500
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△21,055
　一般財源△445

＜財源振替＞
　過疎対策事業債（ソフト事業分）△6,900
　一般財源6,900

需用費1,407

＜財源振替＞
　地域づくり総合交付金1,300
　幸福の黄色いハンカチ基金繰入金△594
　一般財源△706

【 諸 支 出 金 】
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〈事項別明細の補正〉

国道支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円）

○　事　業　名

財　源　内　訳
摘　　　　　　　　　　　要

【　　　款　　　】
番号 金　　額

40 ○
国庫支出金過年度還付（低所得の子
育て世帯に対する子育て生活支援特
別給付金支給事業費等国庫補助金）

1,509 1,509

561,752 101,594 250,800 262,318 △ 52,960

償還金利子及び割引料1,509

合 計 一般財源：財政調整基金繰入金



〈事項別明細の補正〉

国道支出金 地方債 その他 一般財源

△ 769 10,295 0 0 △ 11,064

1 ○ 国保一般事務経費 △ 769 10,295 △ 11,064

△ 769 10,295 0 0 △ 11,064

<補正前> <補正額> <補正後>

■ 予 算 総 額 1,303,866 ▲ 769 1,303,097

《 国民健康保険事業会計　》

番号
【　　　款　　　】

金　　額
財　源　内　訳

摘　　　　　　　　　　　要
○　経　費　名

【 総 務 費 】

委託料△278、負担金補助及び交付金△491

＜財源振替＞
　特別調整交付金11,117
　道繰入金△822
　一般財源△10,295

合 計 一般財源：職員給与費等繰入金
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令和４年度　水道事業会計

補　　　　正　　　　予　　　　算　　　　調　　　　書



(単位:千円)

金 額

1 6

設計審査手数料 10
検査手数料 15

長期前受金戻入 △ 27

長期前受金戻入 8

手当引当金繰入額 12
法定福利費引当金繰入額 1
印刷製本費 △ 134
手当引当金繰入額 19
法定福利費引当金繰入額 1
固定資産除却費 28

消費税及び地方消費税 2,008

8

1,935

13

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

水 道 事 業 費

1 営 業 収 益 25

2 そ の 他 営 業 収 益

△ 27

△ 27

25

4

2 営 業 外 費 用

1 そ の 他 特 別 利 益

総 係 費

〇
収 益 的 収 入 及 び 支 出

1 原 水 及 び 浄 水 費

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

補 正 後 の 収 支 差 引

3

28

　6　－　1,935　＝　△1,929

2

△ 114

5 資 産 減 耗 費

△ 73

8

2 営 業 外 収 益

1

　　      　  　　収入　　支出

2,008

2,008

項 目

- 1 -

備 考

1 営 業 費 用

○ 収 益 的 収 入 及 び 支 出

水 道 事 業 収 益

3


